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決 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  令和元年１０月２３日（水） 

         午前１０時００分 開会 

         午後 ５時２４分 散会 

 

２ 場  所  議員全員協議会室 

 

３ 出席委員（２３名）   

   委員長  山 本 健十郎      副委員長 藤 原 雅 彦 

   委 員  小 野 志 保      委 員  片 平 恵 美 

   委 員  合 田 晋一郎      委 員  白 川   誉 

   委 員  伊 藤 嘉 秀      委 員  越 智 克 範 

委 員  井 谷 幸 恵      委 員  神 野 恭 多 

委 員  米 谷 和 之      委 員  篠 原   茂 

委 員  河 内 優 子      委 員  黒 田 真 徳 

委 員  高 塚 広 義      委 員  藤 田 誠 一 

委 員  田 窪 秀 道      委 員  永 易 英 寿 

委 員  大 條 雅 久      委 員  藤 田 豊 治 

委 員  藤 田 幸 正      委 員  伊 藤 優 子 

委 員  仙 波 憲 一 

  

４ 欠席委員 

なし 

 

５ その他出席者 

   代表監査委員     寺 村 伸 治    監査委員         柿 並 哲 也 

   監査委員       近 藤   司    監査委員事務局長     曽我部 信 也 

 

６ 説明のため出席した者  

   市長         石 川 勝 行    副市長           寺 田 政 則

 

企画部 

   企画部長       鴻 上 浩 宣     総括次長（地方創生推進課長 

兼地方創生推進監）  佐  薙 博 幸 

   次長（総合政策課長）  河 端 晋 治        次長（別子銅山文化遺産課） 秦  野 親  史  

情報政策課長     山 内 嘉 樹        財政課長           木 俵 浩 毅   

秘書広報課長     山 本 知 輝    別子銅山文化遺産課主幹     藤 田 和 久  

地方創生推進課副課長 髙 橋 憲 介 

総務部 

   総括次長（人事課長）  高 橋 正 弥    次長(税務長・資産税課長)    白 石 勝 彦 

   次長（市民税課長）  伊 藤 裕 敏    収税課長         高 本   光 
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管財課長       原   道 樹    契約課課長        堀   尚 子 

債権管理課長     近 藤 弘 二     市史編さん室長      髙 橋   聡 
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福祉部 
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次長（子育て支援課長） 曽我部 み さ    次長（地域福祉課長）    古 川 哲 久 

   次長（地域包括支援センター所長）伊 達 忠 幸    生活福祉課長       桑  内 章  裕  

    介護福祉課長       久 枝 庄 三        国保課長         河 端 洋 一 

保健センター所長   近  藤 珠  美      東新学園長          伊 藤   博 

生活福祉課主幹    村 上 仁 志    保健センター主幹     東 田 寿 重 

保健センター主幹   石 見   慈    保健センター主幹     伊  藤 美  幸 

      国保課主幹       中  西 輝  宣    東田保育園長       山 中 玲 子 

市民部 

   市民部長       岡 松 良 二    総括次長（防災地域コミュニティ推進監）     正 夫 

次長（地域コミュニティ課長） 長 井 秀 旗    市民課長         酒 井 千 幸 

防災安全課長     竹 林 栄 一    人権擁護課長       青 木 隆 明 

男女共同参画課長   松 木 真 吾    川東支所長         河 野 一 郎 

上部支所長        鍋 井 慎 也        地域コミュニティ課主幹  沢 田 友 子 

防災安全課主幹    髙 橋 良 徳 

出納室 

   会計管理者（出納室長）和 田 昌 志     

議会事務局 

   議会事務局長     岡 田 公 央    議会事務局次長      飯 尾 誠 二 

選挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長（企画部情報政策課長）山 内 嘉 樹 

上下水道局 

   上下水道局長     庄 司 誠 一    総括次長（企業経営課長） 三 沢 清 人 

   次長（水道工務課長） 丹 下 輝 彦    次長（下水道建設課長）  秋 月   剛 

   次長（企業総務課長） 高 橋   司    水源管理課長       曽我部 浩 樹 

   下水処理場長     久 門 信 一    企業経営課主幹      岡 部 文 仁 

   水源管理課主幹    村 尾   裕    企業総務課主幹      安 藤 弘 江 

 

７ 委員外議員 

   伊 藤 謙 司    小 野 辰 夫  

 

８ 議会事務局職員出席者 

   議会事務局長   岡 田 公 央    議会事務局次長       飯 尾 誠 二 

議事課主幹    小 島   篤    議事課調査係長       神 野 瑠 美 

議事課主任    村 上 佳 史 

 

９ 付託案件 

   認定第１号 

   認定第２号  
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10 会議の概要 

 

午前 １０時００分開会 

 

認定第１号 

○三沢清人上下水道局総括次長（企業経営課

長）： 説明 

○柿並監査委員： 監査意見 

 

認定第１号質疑 

【水道事業会計】 

○委員（大條雅久） 平成30年度の基幹管路の整

備延長と耐震化の状況はどうなっていますか。ま

た、今回の台風災害で再認識させられましたが、

災害全般について備えは十分でしょうか。 

○丹下水道局次長（水道工務課長） 平成30年度

末における基幹管路の総延長は34.9キロメートル

で、そのうち、耐震化済み延長は10.6キロメート

ル、耐震化率は33.2％です。平成30年度には

1.2キロメートルの管渠を更新し、耐震化率は前

年度から2.6ポイント増となりました。また、災

害対応については、地震災害には基幹管路の耐震

化等を進めているところで、その他としては３点

ほど台風による被害の影響が考えられると思いま

す。まず、風による災害については、水道施設の

大半が道路内に埋設されている水道管渠であるた

め、地上にあるのは庁舎、送水ポンプ場、配水池

等の建築物であり、風によって影響を受けること

はほとんどないと考えているため、今のところ風

に対しては問題がないと考えています。次に、降

雨による浸水で特に浸水被害がひどかった河川に

由来するものについては、愛媛県のハザードマッ

プを確認し、水道施設自体が浸水による被害を受

けることにはなっていないため、現状では浸水へ

の対策は必要ないと考えています。最後に、土石

災害については、愛媛県の災害マップで影響を示

すエリアの中で水道の配水池の一部に支障があっ

たため、今年度予定している外部電源の設置など

で対応したいと考えています。今後については、

ハザードマップの見直し等に合わせて施設の浸水

対策等を講ずることになると思います。土石に関

しては、水道独自での対応が難しく、国や県等に

砂防施設の整備や治山事業を推進してもらうこと

が不可欠と考えているため、今後は国、県などに

申請、要望等をしていきたいと考えています。 

○委員（大條雅久） 特に東日本を中心に、台風

災害で電源を喪失した場合の対応が再認識されま

した。厚生労働省が昨年対策を求めた施設に対す

る災害時の電源確保が新居浜だけできていないと

いう10月５日付の愛媛新聞の報道について、説明

していただけますか。 

  午前１０時４２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１０時４３分再開 

○曽我部水源管理課長 水道事業の停電対策とし

ては、配水池全体の貯水量が施設基準である約

12時間分の水を確保する整備が完了しているた

め、12時間までの停電であればおおむね断水を回

避することが可能です。しかし、12時間を超えて

長期間となる場合には全市的な断水が生じます

が、これは本市だけでなく、他の水道事業体にお

いても同様です。その理由としては、軽微な電力

供給による施設では、可搬型ディーゼル発電機な

どによる対応が可能ですが、送水ポンプなど高圧

受電施設を稼働させる電源は大規模な施設とな

り、災害時のみに使用する仮設施設として整備す

るにはあまりにも効率が悪いためです。断水が長

期間続く場合は、応急給水を実施するため、原水

確保として水源地の水中ポンプを稼働させるため

の外部電源接続口を７カ所に整備しており、仮設

電源を準備すれば、取水し、応急給水が可能とな

っています。なお、上下水道局では可搬型ディー

ゼル発電機を１基保有しています。昨年７月の豪

雨により、宇和島市などで土石流により水道施設

が被災し、長期間の断水を余儀なくされた事例に

基づき、新聞報道のあった瑞応寺配水池について

は、本市の重要給水施設などにつながるルート上

にあり、次亜塩素酸ナトリウムを注入し、消毒す

る電気系統設備が被災する可能性があることか

ら、対応を求められたものです。当初、施設の規

模が小さく、応急対応が容易であること、また、

バックアップ施設として新山根配水池の整備が完

成していたことから、優先順位が低いと判断して

いましたが、厚生労働省の整備要請を受け、今年

度中に外部電源装置の整備を行うこととしまし

た。なお、土石流などによる水道施設への被災防

止のためには、水道独自の対策では根本的な対応

が困難であり、砂防施設整備や治山事業の推進が

不可欠であるため、国、県などの関係部署へ早期

対応してもらうよう要望などに努めます。 
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○委員（大條雅久） 全市的には、電源喪失した

ら12時間しかもちません。厚生労働省から指摘を

受けた施設だけでいいとは思えません。市の対応

だけでなく四国電力の協力が必要だと思います

が、優先的に給水にかかる電源を確保してもらう

という協定や話し合いをしていますか。 

○曽我部水源管理課長 協定などは今のところ結

んでいません。しかし、優先的に四国電力に要請

することは可能ですので、今後、協定等の話をし

たいと思います。 

【工業用水道事業会計】 

○委員（大條雅久） 災害時の対応と地震発生時

の耐震管路の整備の状況についてお聞きします。 

○曽我部水源管理課長 平成30年度末における基

幹管路の総延長は7.64キロメートルで、そのう

ち、耐震化済み延長は3.73キロメートル、耐震化

率として48.8％となっています。災害対策として

は、今のところ耐震化を進めるということにとど

まっています。 

○委員（大條雅久） 第五次長期総合計画の後期

計画の施策２－５、安心で安全な水道事業の推進

という項目で、管路の耐震化のほかに、緊急遮断

弁の整備を行い事故や災害に強い上水道を目指し

ますという記述があります。緊急遮断弁は、工業

用水の場合は関係ないのですか。 

○曽我部水源管理課長 工業用水の場合は、緊急

遮断弁は設けていません。なお、配水池の耐震化

は平成27年度、平成28年度で実施しています。 

 

認定第１号要望 

○委員（大條雅久） 四国電力との災害時の協定

については、漠然と優先的にということではな

く、具体的に中身を詰めたもので進めることを要

望します。 

 

認定第１号採決 

○委員長（山本健十郎） これより認定第１号を

採決いたします。 

 認定第１号は認定することに御異議ございませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 御異議なしと認め、認定第１号は認定すべきも

のと決しました。 

 以上で認定第１号の審査は終了いたしました。 

  午前１０時５５分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時４１分再開 

 

〇鴻上企画部長： 訂正説明 

○木俵財政課長： 説明 

○寺村監査委員： 審査意見書の訂正説明及び監

査意見 

 

認定第２号 上下水道局質疑 

【公共下水道事業特別会計】 

○委員（越智克範） 上下水道局の資料で、予算

現額に比べて実際の支出済額が大幅に未達になっ

ており、予算執行率が非常に低い建設費の項目が

あります。予算執行率が低い項目について、当初

の計画と工事が計画どおりに進んでいるのかどう

か、また毎年発生している繰越分が問題になって

いないのかどうかをお聞きします。 

 また、実際の費用の中に、建設費における補助

事業と単独事業の区分の違いを教えてください。 

○秋月上下水道局次長（下水道建設課長） 管渠

等建設事業費の直近３年の当初予算と最終事業費

を比較した結果としては、平成28年度は当初予算

６億3,800万円に対し、国の交付金の当初内示減

及び追加内示により、最終事業費は６億6,695万

2,000円で、2,895万2,000円、4.5％増。平成29年

度は当初予算６億9,390万円に対し、国の交付金

の当初内示増及び追加内示により、最終事業費は

８億7,190万円で、１億7,800万円、25.7％増。平

成30年度は当初予算７億4,110万円に対し、国の

交付金の当初内示増及び追加内示により、最終事

業費は８億6,444万円で、１億2,334万円、16.6％

の増となっており、予算に対して十分な事業費が

確保されていますことから、予算時の計画以上に

事業は着実に実施できていると考えています。 

 次に、公共下水道事業の執行については、当年

度内に完了するよう工事の早期発注に努めている

ところですが、近年は事業計画区域の順次拡大に

より、整備済み区域に隣接する外縁部など数カ所

の限られた区域での整備が中心となっており、迂

回路の確保や地元住民の生活環境への影響を考慮

しながら計画的に進めているところですが、工事

発注後に地元から工事の時間帯の制限や短縮、着

手時期の延伸などを要望される事案があり、予定

工期内の工事の完了が見込めなくなることから、

繰り越しとなる場合が発生しています。 
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 また、年度末近くで国の交付金の通過内示があ

った場合には、その時点で当年度完成を見込める

工期が確保できないため、繰越事業で対応してい

る状況となっています。 

 なお、繰り越しした工事は、施工に関する諸条

件について地元協議をさらに行い、次年度のでき

るだけ早期に完了するよう取り組んでおり、事業

執行におきましては特に問題は発生していないと

認識しています。 

 次に、管渠整備における国の交付金事業の対象

となる基準については、汚水管渠の整備では整備

する汚水管渠の口径が300ミリメートル以上また

は下水排除量が１日当たり20立方メートル以上、

雨水については、整備する雨水管渠の口径が

700ミリメートル以上または下水排除面積が７ヘ

クタール以上となっています。したがいまして、

この国の基準に満たない小規模な施設が単独事業

で対応している区分ということです。 

○委員（越智克範） 人口減少において、下水道

に関してはこれからますます厳しい状況につなが

ると思います。また、都市のコンパクト化を目指

すという新居浜市の方向がありますが、下水道を

対応しているところがどんどん周囲に拡散してい

るため、費用対効果が非常に悪くなってきている

という状況だと思います。工事の進捗が十分に行

われるように管理していただきたいと思います。 

  午前１１時４９分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時５１分再開 

認定第２号 第1グループ質疑 

【平成３０年度 決算の概要】 

○委員（大條雅久） 一般会計決算比較表にある

執行率について、歳入が87.5％、歳出が84.5％

と、例年、特に前年に比べて低い理由と内訳を説

明してください。 

 次に、人件費の内訳表で２のア、時間外勤務手

当が前年対比マイナス12.3％と、大きな減になっ

ている理由があれば内訳を含め御説明ください。 

○木俵財政課長 まず、執行率とは、予算額に対

する決算額の比率で、明許繰り越しされたもの及

び継続費において逓次繰り越しされたものは含ま

れません。 

 この決算比較表にあります各年度の執行率につ

いて、予算額から繰越額を減じて計算しますと、

平成26年度が歳入98.3％、歳出95％、平成27年度

が歳入95.9％、歳出93.1％、平成28年度が歳入

96.7％、歳出93.7％、平成29年度が歳入97％、歳

出94.6％、平成30年度については、歳入97.4％、

歳出が94.1％となっています。 

 歳入については、過去５年間でおおむね96％か

ら98％、歳出については、おおむね93％から95％

で推移しており、大きな変動はありません。 

 平成30年度の執行率が低くなった原因として

は、繰越額が約55億5,000万円と大きかったため

です。 

 なお、平成30年度の主な繰越事業としては、小

学校及び中学校の空調整備事業が２事業の合計で

18億7,000万円、総合防災拠点施設整備事業が約

26億7,000万円となっており、この３つの事業で

約45億円を繰り越ししています。 

 次に、時間外勤務手当の増減については、人事

異動などによっても変動しますけれども、主には

当該年度に特有の事業の有無によって大きく左右

されるものです。 

 平成29年度と平成30年度の比較で大きく減少し

た主な事業及び時間外勤務手当額の減少額として

は、国民体育大会開催対策費が約1,107万円、衆

議院議員選挙費が約1,054万円、臨時福祉給付金

が約273万円、市制80周年の新居浜太鼓祭りイベ

ント事業費が約140万円など、合計約2,350万円の

減となったものです。 

○委員（大條雅久） 時間外手当の変化は、事業

の中身だけということで理解してよろしいのです

か。決して働き方改革で誰かにしわ寄せが出なく

なったということではないということですか。 

○木俵財政課長  

 平成29年度にあった事業が平成30年度もあった

り、平成29年度になかったものが平成30年度にあ

ったりと、いろいろ増減はありますが、主なもの

としては平成29年度にあった国体や市制80周年事

業などが平成30年度になかったため、その分大き

く変動したということです。 

  午前１１時５７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ０時５８分再開 

【長期総合計画策定費】 

○委員（白川誉） 市民意向調査業務委託料の委

託内容と積算根拠を教えてください。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 業務内容

は、市民意向調査票の作成、無作為抽出した市内
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在住者1,500名に対する調査票の郵送、回答の集

計、分析などです。費用は853,200円で、積算根

拠については、４者による指名競争入札を行った

結果、ぎょうせい四国支社へ委託し、その内訳

は、研究員の手当345,000円、調査研究費25万円

などです。 

○委員（白川誉） 公表されていると思います

が、郵送で16問くらいの質問で、最終的に回答率

36.3％と、以前の質問でも妥当かなという話があ

りましたが、通常民間ではアンケート調査に対し

てある程度の考察があると思いますが、委託先か

ら、こういったアンケート内容でこういった考察

をした、というようなものはありますか。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 委託先から

のアンケート結果の報告書がありますが、考察に

ついては触れていません。こちらで今から考察を

し、第六次に反映したいと考えています。 

○委員（米谷和之） 結果は公開されていました

か。私たちももらっていましたか。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 結果はホー

ムページなどで公表しています。 

○委員（米谷和之） 意向調査はどういう目的で

行ったのか、例えばどういう質問があったのか

を、改めて教えてください。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 10年前と現

在の市民の意識の変化を検証することが主な目的

です。内容については、市への愛着について、望

ましい本市の都市イメージについて、今後のまち

づくりの方向性についてなどです。 

【笑顔輝くプロジェクト推進費】 

○委員（藤田誠一） 入場者、参加者等は以前と

比べでどうでしたか。甲子園と名がついている以

上、各県代表が集うイメージがありますが、現状

はどうですか。同時期に開催されるハイスクール

マンザイ大会についてどのような認識があります

か。 

○河端企画部次長（総合政策課長） まず、参加

者数等については、平成30年度の第８回大会の入

場者が、予選バトル350人、決勝バトル1,100人の

合計1,450人、参加者は、笑い演技部門では14組

です。なお、平成29年度の第７回大会は、入場者

が予選バトル200人、決勝バトル350人の合計

550人、参加者は14組でしたので、第７回大会と

比較すると入場者は増加し、参加者は同数となっ

ています。 

 次に、笑顔甲子園の現状については、関東、中

部、関西、四国、九州といったエリアの学校の方

から申し込みをいただいてはいますが、各都道府

県からの幅広い参加とはなっておりませんことか

ら、今後継続して開催する場合は、広報活動の充

実を図るなど、さらなる参加者の増加に取り組み

たいと考えています。 

 次に、ハイスクールマンザイについては、直前

での日程公開となるため、笑顔甲子園との調整は

困難であり、日程重複により笑顔甲子園参加予定

者がハイスクールマンザイに出場するというケー

スもありました。 

 またハイスクールマンザイは漫才、笑顔甲子園

は漫才、落語、コントといった形式や、笑顔甲子

園の最終的な目的が、市民が笑顔になることであ

ることから、ハイスクールマンザイとは大会の趣

旨が異なるものと認識をしています。 

○委員（藤田誠一） 関西圏などはハイスクール

マンザイで優勝してメジャーになりたいという高

校生がいるということで、笑顔甲子園では笑顔に

すればそれでオーケーなのかということを感じ取

ってしまいましたが、ハイスクールマンザイ大会

に職員を派遣したことはありますか。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 派遣したこ

とはありません。 

○委員（藤田誠一） 甲子園と聞いたら、僕も思

い入れがありますので、中途半端にするんだった

らやめたほうがいいと思いますし、関西に成功事

例があるんだったら、職員を派遣して、人気の理

由を勉強する価値はあり、今後新居浜市にとって

プラスになると思いますが、どうですか。 

○河端企画部次長（総合政策課長） 今年度は事

業が終わっていますので、派遣については来年度

に検討を行っていきたいと考えています。 

【走る広告塔事業費】 

○委員（藤田豊治） 116万6,000円の使途を教え

てください。また、このラッピングは本市のＰＲ

に役立っていると思いますが、運行された地域を

教えてください。 

○山本秘書広報課長 まず、116万6,000円の使途

については、瀬戸内運輸株式会社の運行する大阪

行き高速バスいしづちライナーのバス左側面及び

後方面へのラッピングによる広告掲載料で、内訳

として、１台につき月額４万5,000円の12カ月プ

ラス消費税で58万3,200円、これの２台分で116万
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6,000円となっています。 

 次に、ラッピングバス、トラックの運行してい

る地域についてですが、バスについては瀬戸内運

輸の高速バス２台がそれぞれ毎日新居浜と神戸、

大阪間を１往復ずつ運行しています。 

 トラックについては、５事業所ごとに運行区域

は異なりますが、関東・中越方面から九州方面ま

での広範囲で運行しています。 

○委員（藤原雅彦） 長距離バス２台、トラック

５台となっていますが、今までにラッピングした

バス、トラックは全部で何台ですか。また、目に

見える効果はどうですか。 

○山本秘書広報課長 これまでにラッピングした

車両台数については、平成25年度にバス２台及び

トラック２台、平成29年度にトラック３台で、現

在まで引き続き運行していただいており、現在の

運行台数は、バスが２台、長距離貨物トラックが

５台、合計７台です。 

 次に、目に見える効果についてですが、本事業

は、本市の主要な魅力である別子銅山産業遺産群

や太鼓祭りをラッピングして運行いただくことに

より、市のイメージアップ、集客、ひいては経済

効果につながっていくことを期待していますが、

当該事業のみに限定して効果を検証することは困

難であると考えています。 

 本市におきましては、シティブランド戦略策定

後に市外に新居浜ファンをつくっていくことに力

を注いでおり、首都圏でのイベントの開催、地下

鉄車両等へのポスターの掲示、ＳＮＳ等を活用し

た広報等シティプロモーション活動を展開してお

り、これら総合的な成果であると認識しています

が、当該事業を開始する前の平成25年度中と平成

30年度の本市への入り込みの観光客数を比較しま

すと、約220万人から約250万人へ約30万人の増

加、また太鼓祭りに限定した入り込み数におきま

しても、約13万3,000人から約17万9,000人へと増

加につながっています。 

【奨学金返済支援事業費】 

○委員（藤田誠一） 申請者数とどのような広報

をしているのか伺います。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） まず、申請者については、平成

30年度の実績として、新規が24件、２回目が

26件、３回目が13件の計63件となっています。 

 次に、どのような広報をしているのかについて

は、本市へのＵ・Ｉ・Ｊターンを促進するため、

東京や大阪で開催される移住フェアを初め、大学

生等を対象とした合同企業説明会等において、新

居浜市の住みやすさや働きやすさをＰＲするとと

もに、本支援事業の周知を行っています。 

 また、県内大学や愛ワークジョブカフェへのパ

ンフレットの設置や市内高校への説明に加え、愛

媛大学や新居浜高専も参画する東予東部ものづく

り若年人材確保対策協議会においても、本事業に

ついて説明を行い、市内企業への就職促進に努め

ています。 

 さらに、企業向けの新居浜市企業応援パンフレ

ットにも本支援事業を掲載し、市内企業や金融機

関へも広く周知を行っています。 

【ＣＣＲＣ導入推進費】 

○委員（米谷和之） 若宮小学校の基本計画のみ

になっていますが、それ以外の事業、ＲＣＣの取

り組みについてはどうであったのかお伺いしま

す。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） この事業では、旧若宮小学校の今

後の有効活用という形で視察研修等の旅費等で使

っています。平成29年度にＲＣＣ新居浜アクショ

ンプランを作成し、そのうちアクション３と４に

ついては、旧若宮小学校で目的を達するために対

応していますが、アクション２の空き家等活用型

移住支援プランについては、空き家バンク推進事

業で取り組んでいます。 

○委員（米谷和之） 平成29年３月につくられた

ＲＣＣ新居浜の基本構想によると、事業拠点エリ

アに居住100人、それ以外のエリアに20人という

ようなことが書かれており、平成32年に実現する

という目標設定だったと思いますが、その辺りは

平成30年度どのような進捗だったのか教えてもら

えますか 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 今動いているのは若宮小学校の利

活用についてのみですので、構想はありましたが

そちらの方は進んでいない状況です。 

○委員（米谷和之） 現在の段階で平成30年度の

事業の進捗具合から見ても平成32年に定住人口

120人という目標は達成できないと思いますがい

かがでしょうか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） かなり難しいと思います。 
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○委員（米谷和之） ＣＣＲＣの導入は、計画の

中でも非常に大きな比重を占めた事業だと思いま

す。その事業が、平成30年度の段階で非常に実現

が難しいとなると、計画自体を早急に変更する必

要があるのではないですか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 国の方がＣＣＲＣの推進から生涯

活躍のまちへの指針の転換をしています。それを

受けて本市もＲＣＣの基本構想とアクションプラ

ンとしてアクション１から４の計画を立てていま

すが、確かにアクション１のＣＣＲＣに近い形の

定住は難しいですが、アクション２からアクショ

ン４までについては動いているため、計画変更に

はならないと思いますが、まずは若宮小学校の跡

地を利用した生涯活躍のまちを推進し、その後い

ろいろ継続して事業を行っていきたいと考えてい

ます。 

○委員（米谷和之） 外部から元気なリタイアし

た方に新居浜で移住してもらうというＣＣＲＣの

基本的な思想は、ＲＣＣになっても生きていると

思います。その中で、本市に新たなコミュニティ

をつくってもらうということが、主たる事業の目

的であり成果だと思います。平成30年度が終わっ

た時点で実現不可能かという意見もありました

が、それをそのままで計画推進するということ

は、私から言わせるとあり得ないのではないか

と。早急に事業計画を変更する必要があるのでは

ないですか。 

○鴻上企画部長 総合戦略を策定した当初の段階

では、ＣＣＲＣの拠点として山田社宅の辺りを位

置づけるという考えもありました。現状では、そ

の位置づけは難しい状況であるため、旧若宮小学

校を生涯活躍のまちの拠点という形で位置づけて

います。当然市外からの移住は進めていくことに

なるため、その辺りの組み立ては、現在策定して

いる次期の総合戦略で軌道修正したいと考えてい

ます。 

【三世代同居促進事業費】 

○委員（藤田幸正） 三世代促進事業費の内訳、

市民への広報のあり方、事業実績と今後の課題点

についてお聞きします。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） まず、三世代同居事業の中に新居

浜市三世代同居等支援事業と三世代あったか家族

同居リフォーム支援事業の２つの補助事業があ

り、三世代同居等支援事業については、該当年度

に住宅取得に係る契約をし、新たに三世代同居、

近居を行われる方を対象に、補助金を最大20万

円、リフォームについては工事費用の２分の１で

最大10万円を支出するようになっています。 

 令和元年度におきましては、同居、近居の住宅

取得に関しては50万円、リフォームについては

20万円と補助金は上がっています。 

 次に、事業の周知方法などについては、各不動

産会社にチラシを送付し、住宅購入検討者へ御案

内いただくよう依頼をしているほか、住宅メーカ

ー、宅建協会の会員、前年度申請者の契約先業者

に周知をしています。 

 また、当該補助金申請者は、フラット35の金利

引き下げ対象になることから、金融公庫が毎年８

月に作成しています折り込み広告に制度を掲載し

ています。 

 また、市ホームページや移住・定住専用ポータ

ルサイト新居浜Ｌｉｆｅにも常時掲載しており、

市内外への周知を図っています。 

 なお、今年度は補助金が大幅に増額されたこと

から、まちづくり校区懇談会で説明しています。 

 事業実績については、平成30年度が同居５件、

近居21件、リフォームがゼロ件の26件となってい

ます。今年度の現時点の申請件数については同居

２件、近居４件、リフォーム４件の10件となって

います。そのほかに別途申請の相談が多数あり、

この補助金は市外から新居浜への転入を促進する

というよりも、市内から市外に転出防止という点

に効力を発揮していると考えています。 

 課題点としては、３月に業者と契約すると、申

請者の申請期間が非常に短いことが挙げられま

す。 

○委員（藤田幸正） 金融機関や不動産、住宅メ

ーカー等々へも働きかけて、いろいろやっておら

れるということですが、時期を逸すると補助を受

けられないとか、近くに住んでいたから補助を受

けられないとか、要件が非常に厳しいと聞きます

し、平成31年度は金額をふやしたこともあり、そ

の辺のところについて広報をきっちりしてあげな

いといけないと思い、今回お聞きをしました。実

績や効果を見て、当初の計画と比較してどう考え

られていますか 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 市外への流出を防ぐという目的で
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平成29年度に制度を立ち上げ、最初は予算も少な

かった状況です。また、目的には反するかもしれ

ませんが、同居、近居することで、もう少し近く

でコミュニケーションがとれるような形をとって

いただけたらという思いもあります。 

 平成30年度は予定どおりの数字だと思います

が、今年度に関しては、補助金額を上げましたも

のの、消費税増税前の平成30年度に動かれた方が

結構おられたのかなということで思ったよりもふ

えていないですが、予算額を超えるペースで申請

の準備をされている方がいることは非常に大きな

誤算で、逆にうれしいと感じています。 

【転入者ウェルカム事業費】 

○委員（米谷和之） この事業は、バスツアーと

市民課の窓口で転入された方への記念品だったと

記憶していますが、特にバス事業の概要や成果に

ついてどのように把握されているのかお伺いしま

す。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） バスツアーの実績については、平

成30年度は３回ウェルカムツアーを実施してお

り、参加者は１回目の７月22日が11人、２回目の

11月10日が17人、３回目の３月16日が７人、計

35人が参加しています。東平や端出場、広瀬歴史

記念館と、新居浜の歴史を紹介させていただくと

いうことでツアーを計画して実行しています。 

 事業終了後のアンケートには、新居浜は何もな

いのではなく、まだまだいっぱいあると感じた。

比較的歴史が身近で、でも町は大きくコンパクト

で、興味深い町だと思ったとの意見がありまし

た。 

○委員（米谷和之） バスの費用が48万円だとす

ると、単純に１人１万円以上の経費がかかってい

ます。バスツアーに参加していただくということ

は、新居浜に転入されて、新居浜に非常に関心が

高い方だと思いますが、そういう方に対してバス

ツアー終了後のアンケートだけではなくて、例え

ば自治会への加入状況やイベントの案内を送ると

いったその後のフォローはしていないのですか。

１人１万円以上の経費をかけて皆さんにバスで見

てもらってアンケートで終わりというのは、余り

にももったいないという気がします。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） フォローアップについては、いろ

んなイベント等の御案内をしています。移住者の

方のネットワークをつくる上で、ツアーの参加者

といろんな話をしてみたいという年度当初の計画

は、まだ実行に移せてない状況ですが、そういっ

た方々の意見やネットワークを生かしていきたい

と考えています。 

【シティプロモーション推進費】 

○委員（越智克範） 特に力を入れて行った活動

はどういうものか、また、今後に向けて課題とな

っているものにはどのようなテーマがあるか、お

聞きします。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 平成30年度に特に力を入れたもの

は、移住定住専用ポータルサイトを11月に開設

し、＃ニイハマというフリーペーパーを創刊し、

首都圏を中心に配布し、本市の認知度や魅力度を

上げることに力を入れました。また、市内向けに

は、Hello!NEWニイハマ写真部という形で、参加

者と一緒に市内を散策し、本市の魅力の再発見を

してもらい、撮った写真をインスタグラムなどの

ＳＮＳによって参加者がそれぞれ発信、拡散する

ことで本市をピーアールしました。課題として

は、シティプロモーションの最終目標は移住、定

住の推進であることから、新居浜市の魅力を高め

るような関係各機関・団体等との連携、移住者に

選ばれる生活スタイルをいかにプロモーションす

るかという手法を検討する必要があると考えてい

ます。 

○委員（越智克範）  フリーペーパーや

Hello!NEWニイハマ写真部などいろいろ実施して

いるということですが、2,000万円の費用を大体

どういうところに使ったのか教えてください。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 移住定住専用ポータルサイトを構

築するのに1,400万円、その中には＃ニイハマの

フリーペーパーも含まれています。新居浜市の名

称のピーアールということで駅前のシンボルロー

ドに掲げるアートフラッグの作成や駅前の人の広

場での年末にかけてのイルミネーションを実行委

員会に約400万円で委託しました。また、市内の

中高生向けに、約130万円で若者定住ガイドブッ

クを作成し、配付しました。 

○委員（神野恭多） フリーペーパー等の活用の

効果をどう認識していますか。配布後の検証は行

っていますか。次に、ポータルサイトの閲覧数、

その結果をどう考えていますか。３点目が、事業



－10－ 

において、直接、移住、定住につながった実績、

近隣他市との比較を教えてください。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） フリーペーパーについては、平成

30年11月下旬に首都圏方面に配付し、予想以上の

高い反応がありました。その要因としては計画的

な季節感の出るタイムリーなプロモーションとい

った記事内容、また、本市出身の水樹奈々さんの

インタビュー記事を載せたことが功を奏したと思

います。その検証としては約３カ月の間に、アン

ケート回答及びプレゼントの応募者数は目標

720件に対して、821件の応募がありました。次

に、ポータルサイトは平成30年11月に開設し、約

３カ月間で26,843件の閲覧がありました。その中

でも、Hello!NEWニイハマ写真部によるインスタ

グラムの発信やインフルエンサー、ブロガーの皆

さんによる新居浜市のピーアールの記事に集中し

てアクセスがあったように感じています。この事

業を通じて、直接移住や定住につながった実績は

ありませんが、平成30年度は70人の移住者実績と

なっています。首都圏方面での移住フェアに参加

していますが、参加者の中にはフリーペーパーを

見て来たという方もいました。近隣との比較につ

いては、新居浜は割と中途半端な田舎であり、し

まなみ海道や海がある今治市や、完全な田舎があ

る西条市との住み分け、中途半端だがコンパクト

で結構しっかりした町だという新居浜市のよさを

今後もっと打ち出していく必要があると感じてい

ます。 

【誕生祝品贈呈事業費】 

○委員（永易英寿） 誕生祝品の品物の選定基準

または状況はいかがでしょうか。木育の推進に係

る誕生祝品の経費の内訳を教えてください。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 平成29年度に策定したRCCアクシ

ョンプランにおいて、旧若宮小学校の有効活用の

具体的な活用案として木育の推進を掲げているこ

とから、木育に関する専門知識・ノウハウを持ち

全国的に木育推進事業を展開している芸術と遊び

創造協会に、本市の歴史に沿った木育推進事業の

検討、提案、デザインを依頼の上製作していま

す。今年度４月から、保健センターで行われる５

カ月児健康相談を実施する際、誕生祝品として贈

呈しており、木の積み木は、地元産材を使用して

いること、手触りのやさしさなど、かわいらしい

デザインなど大変好評を得ています。経費の内訳

については、木育推進事業の調査、提案、デザイ

ンに関する調査費用として92万8,800円、地元産

材を活用した誕生祝品製作費用として513万円、

それらおもちゃの検品及び木育推進冊子の製作費

として210万6,000円となっており、誕生祝品の検

品等業務については,次年度に繰り越していま

す。 

○委員（永易英寿） 誕生祝品の目的ですが、も

らった方にメモリアルになる贈答品を目指してい

るのか、もしくは新居浜らしさをＰＲするために

お渡ししているのか、どのように考えられていま

すか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） あかがねミュージアムが銅、今か

ら整備しようとしている旧若宮小学校を中心に木

育、どちらも別子銅山があって、別子銅山の銅と

銅を製錬するために木を伐採し、荒れ果てたとこ

ろに植林をして緑が蘇ったという両面を紹介する

ということで、誕生祝品の中にしおりが入ってい

て、鉱山の積木と書いてやまの積木という表題

で、別子銅山の歴史、なぜ木なのかというのを紹

介しています。どちらも新居浜市の歴史的なもの

もあり、おもちゃそのものも、線路があったりト

ロッコ列車があったり、別子銅山をイメージした

おもちゃにしており、どちらも加味したおもちゃ

と捉えていただければと思います。５カ月の子供

なので、すぐにはわからないと思いますが、そば

に置いておいていただいて、物心ついたときに新

居浜と住友の関りや新居浜に愛着を持っていただ

きたいということで、誕生祝品を渡しています。 

○委員（永易英寿） 二人目、三人目も同じもの

を渡しているのですか。市制70周年の時には、お

手玉と銅と祭りをＰＲしていたと思いますが、今

度は木育ということで、全体的な計画の中で、

1本筋が通っていないのではないですか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 昨年も11月に若宮小学校体育館で

木育キャラバンを実施し、今年も11月に予定して

いますが、そちらにお手玉の会やおもちゃ図書館

きしゃぽっぽ、楕円の積木といった手作りおもち

ゃや木に関するおもちゃ、伝統的な遊びをされて

いる団体を巻き込んだ形で、旧若宮小学校の子供

の感性を育てるエリアを使用していきたいと考え

ており、筋が通っていないのではなく、継続しな
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がら、お手玉の会とも協力させていただいていま

す。 

○委員（永易英寿） ほかでやっている事業を聞

いているのではなくて、誕生祝品について聞いて

いるので、ここでは木育のものしか渡していませ

んが、お手玉もお配りする予定はありますか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） 今のところ予算的に予定はありま

せん。 

○委員（永易英寿） 一人目は木育のセットを渡

しても、二人目は２つもいらないという声をよく

聞きますが、お手玉とか選択肢を広げないと理解

も深まらないし、行政の考えだけを押し付けるの

はいかがなものか思いますがどうですか。 

○佐薙企画部総括次長（地方創生推進課長・地方

創生推進監） ２つになれば、長い線路になっ

て、もっと楽しく遊べるという考え方もできるの

で、一概に一家に２つも３つもいらないとは言え

ないと思いますが、今後において誕生祝品を考え

ていくうえで、ほかの選択肢についても当然検討

していきますが、当面は木のおもちゃで進めてい

きます。 

【端出場水力発電所整備事業】 

○委員（高塚広義） まず本体の耐震補強等の工

事内容についてお伺いします。 

 ２点目に、旧端出場水力発電所の歴史的価値を

伝えるための３ＤＣＧ映像制作の請負先、また映

像の活用をどうしているのか、市内のどこで観賞

することがきるのかについてお伺いします。 

 ３点目に、費用対効果をどのように認識してい

るのかお伺いします。 

○秦野企画部次長（別子銅山文化遺産課） 平成

30年12月に施工業者三井住友建設・白石工務店共

同企業体と工事の安全祈願祭を行い工事着手して

おります。主な工事内容については、端出場水力

発電所のある土地は崖地であり、県道からも10メ

ートルを超える落差があるため、クレーン等の工

事車両の駐車場、資材置き場の確保のため、一次

構台の設置工事並びにのり面の補強工事、基礎工

事です。 

 また、クレーンを旋回するときに支障のある電

線の移設を住友と協議の上行い、平成31年度の工

事が円滑に進むよう施行しています。 

 次に３ＤＣＧ映像の請負先については、松山市

の株式会社ノトスに委託しました。 

 映像の活用については、平成31年２月から16分

の本編はマイントピア別子２階において特設視聴

席を設け、市内外の来訪者に放映し、好評を得て

いるところです。 

 また、６分のダイジェスト版は、市のホームペ

ージからユーチューブ映像にて公開しており、本

日までに2,985回のアクセスがありました。 

 次に、費用対効果についての認識ですが、今回

の映像制作は、別子銅山の近代化を支え、100年

以上にわたり維持されてきたれんが造の建物や明

治45年の発電機に加え、吉野川水系銅山川からの

取水、当時東洋一の落差を誇る水圧鉄管、当時世

界一と言われた海底ケーブルの敷設など、卓越し

た技術と水路システムによる発電が今日の工業都

市新居浜の礎を築いたことなど、発電所の歴史的

価値を伝えることができ、一般公開に向け、マイ

ントピア等の来訪者に興味を喚起することが一定

程度できたと考えています。 

【広報推進費】 

○委員（白川誉） 広報番組制作委託料の積算根

拠及び費用対効果と広報番組の視聴者数などの目

標設定が事前にあったのかを教えてください。ま

た、広報番組の企画、構成は市それとも委託先の

どちらがやっているのかを教えてください。最後

に新居浜市のホームページ保守業務の委託内容と

費用についてお聞かせください。 

○山本秘書広報課長 広報番組制作委託料につい

ては、主にマイタウンにいはま及びいんふぉ新居

浜の映像、音声の制作費と映像、音声の放送料で

す。また、広く新居浜市をＰＲできる事業の愛媛

朝日テレビ主催のふるさとＣＭ大賞に係る作品の

製作費などが含まれています。 

 積算根拠としては、税別で映像と音声に係る製

作費が499万8,000円、これらに関する放映・放送

料が420万円、インターネットによる配信料が

120万円など、合計1,141万2,000円となっていま

す。 

 次に、費用対効果については、本市の魅力や行

政からのお知らせを初めとする情報発信を行うこ

とは、市民の皆様の市政への理解と参加、また市

民プライドの醸成といった点からも非常に重要で

あるとともに、市政だより等の紙媒体では伝わり

にくい内容をわかりやすく音声や映像で伝えられ

る有効な手段であると認識しています。 

 一方で、高額な経費を要している事業であるこ



－12－ 

とも十分認識していることから、常に費用対効果

について課題意識を持ち事業に努めており、その

一つとして、平成30年４月１日よりケーブルテレ

ビ111チャンネルと112チャンネルを統合して１チ

ャンネルにまとめるなど、効率的な運用を行って

いるところです。 

 次に、広報番組の視聴者数などの目標設定につ

いてはしておりませんが、委託先のハートネット

ワーク株式会社に視聴可能世帯数を確認したとこ

ろ、９月末時点において２万2,171世帯が視聴可

能世帯であると聞いています。単純に住民基本台

帳上の世帯と比較するのは難しいところですが、

市内全世帯５万7,679世帯の約38％が視聴可能世

帯となっている状況です。 

 また、周知の方法については、本来は委託先で

あるハートネットワークに行っていただくもので

すが、市としても、広報番組については、市のユ

ーチューブ公式アカウントにアップロードしてお

り、更新のたびにホームページ、ＳＮＳなどを用

いて広報を行っているところです。 

 このほか、コミュニティーＦＭ等についても、

庁舎内でお昼休みに放送するなど、職員、来庁者

の方にお聞きいただくなどしています。 

 引き続き委託業者のほうに広報の強化につきま

して申し入れするとともに、市の広報媒体を活用

した情報発信と周知に取り組みたいと思います。 

 次に、番組の企画、構成については、取材にお

ける映像の撮影及び編集作業は、委託業者にお任

せしていますが、企画や構成は、基本的には市が

行っています。 

 また、番組構成の検証については、広報番組は

基本的に担当課から依頼のあったお知らせやイベ

ントなどを放送しているため、毎回担当課と協議

し、部内での確認、検証を得た上で収録、放送を

行っています。 

 なお、今後においては、マスメディアのプロで

ある委託事業者や本市の広報戦略アドバイザーな

どにも企画、番組構成について御意見をお伺いし

ながら、市民の皆様にとってわかりやすい内容に

なるよう努めてまいりたいと思っています。 

 最後に、新居浜市ホームページの保守業務の委

託内容については、市が所持していますウエブサ

ーバーに福泉株式会社が導入したソフトウエアに

関するセキュリティー対策を含む管理、またコン

テンツやプログラム等に関する取り扱いの説明、

指導・助言、ふぐあい対応などです。保守業務委

託に関する費用は、一月当たり４万2,984円、年

間で51万5,808円です。 

【財政調整基金積立金】 

○委員（伊藤優子） 財政調整基金額は昨年より

倍増していますが、目標としていた数字はありま

すか。 

○木俵財政課長 財政調整基金の毎年の積立目標

については、市税や地方交付税などの状況にも左

右されますが、地方財政法第７条により、決算剰

余金の２分の１を翌々年度までに積み立てること

とされていますことなどから、毎年の決算剰余金

に応じた積み立てを一応の目標としています。 

 平成30年度については、平成28年度の決算剰余

金約11億1,000万円の２分の１の５億5,500万円の

うち、積み残し分として残っていた約４億

9,800万円と平成29年度分の一部として約１億

1,100万円、合計６億906万8,000円を積み立てし

たものです。 

  午後 ２時００分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ２時１０分再開 

【市史編さん事業費】 

○副委員長（藤原雅彦） 市史編さん事業費の内

訳についてお伺いします。また、市民への普及と

は具体的にどのようになっていますか。市史編さ

んの中で、住友企業とのかかわりはどのようにな

っていますか、お伺いします。 

○髙橋市史編さん室長 まず、内訳ですが、主な

ものとして、非常勤職員２人の報酬、各種保険料

で444万8,000円、外部研究者による講演会や会議

出席、大学生の調査協力に対する謝礼等として

182万6,000円、外部研究者の旅費費用弁償として

45万8,000円、貴重史料の複製物の作成や書籍の

運送等に係る業務委託料として355万4,000円、カ

メラやパソコンの外づけハードディスク、キャビ

ネット等の備品購入費として45万7,000円です。 

 次に、市民への普及については、昨年度におき

ましては、郷土の戦国武将金子備後守元宅の歴史

とそのルーツを学ぶと題し、市民を対象とした歴

史講演会として、第１回市史編さん記念講演会を

10月15日にリーガロイヤルホテル新居浜で開催

し、新居浜と30年来交流のある入間市の文化協会

の方、新居浜出身で三重大学の藤田教授に講師を

お務めいただいて、約160人の市民の方に聴講し
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ていただきました。 

 もう一点、予算を伴うものではないですが、昨

年の12月から市政だよりの一番最後のページに、

新居浜の玉手箱を連載しており、昭和時代の新居

浜の古い写真を紹介するなどして普及を図ってい

ます。 

 最後に、市史編さんの中での住友企業とのかか

わりについては、本年４月１日に施行した市史編

さん審議会条例の規定により、７月31日に設置し

た市史編さん審議会の委員に学識経験者として住

友史料館の末岡照啓副館長、また関係団体の代表

者として、住友金属鉱山株式会社別子事業所総務

センター長の綿寿氏に就任していただき、御意見

をいただきながら進めているところです。 

 今後も具体的な調査研究を進めるために、編集

委員会や専門部会を随時立ち上げてまいります

が、ここにおいても末岡副館長には主導的な役割

を担っていただきたいと考えており、良好な関係

を継続してまいりたいと思っています。 

 また、京都市にある住友史料館では新居浜市に

関係する史料も多く所蔵されているようですの

で、それらの研究についても、住友史料館の御理

解を得ながら進めさせていただきたいと考えてい

ます。 

【コンビニ収納事業費】 

○委員（伊藤嘉秀） コンビニを利用した件数と

収税額、件数の方は資料に平成30年度は21,425件

とありますが、この１件の収税額に係る経費を教

えてください。それと利用者数の過去の推移はと

うなっているか教えてください。また、コンビニ

を検討された時に、コンビニ以外での収税方法に

ついて検討されたかどうか教えてください。 

○高本収税課長 コンビニ収納は、平成25年度か

ら軽自動車税について導入し、今年度から市県民

税、固定資産税及び国保料、後期高齢者保険料、

介護保険料、保育所保育料について新たに開始し

ています。このことからご質問に対する回答は、

実績が明らかになっている軽自動車税について説

明させていただきます。まず、平成30年度コンビ

ニ利用件数は21,425件、税額は１億4049万4900円

の利用がありました。なお、全体の納付件数は

57,357件でコンビニ納付利用率は約37.4％です。

コンビニ収納１件当たりの経費については、各コ

ンビニで支払われた軽自動車税の市への送金及び

そのデータ作成等の経費として１件当たり57円の

手数料と、利用があった月に定額１万円の手数料

が必要でして、消費税も含めますと１件当たりの

経費は約63円となっています。 

次に、利用者の過去の推移については、コンビ

ニでの納付件数、延べ利用者数になりますが、開

始当初の平成25年度は、15,387件、平成26年度は

16,436件、平成27年度は18,326件、平成28年度は

19,492件、平成29年度は20,544件、そして平成

30年度は21,425件と、毎年増加しています。 

コンビニ以外の収税方法の検討については、今

回のコンビニ収納の拡大に合わせ、スマートフォ

ンのアプリを利用した納付が可能となっていま

す。これはスマートフォンを利用して、Pay Pay

のアプリなどで、納付書のバーコードを読み込め

ば家庭でも納付が可能となっています。また、本

年10月から地方税共通納税システムが全国一斉に

開始されていますが、事業所を対象としまして、

法人市民税などがeLTaX（地方税ポータルシステ

ム）を利用して、オフィスのパソコンなどから電

子納税が可能となっています。これ以外にクレジ

ットカードによる納付について検討しています。

ただ、導入自治体は少なく（県下では愛媛県の

み）、納付者に納付額の約１％程度の手数料がか

かることなどから、導入自治体でも納税者の利用

率が低くなっており、今後、クレジット納付につ

いては、他市の状況や市民ニーズ等を踏まえなが

ら、検討していくことを予定しています。 

○委員（伊藤優子） 委託料、手数料、印刷製本

費が524万1,000円かかっていますが、効果があっ

たとお考えですか。 

○高本収税課長 効果については、従来から実施

している軽自動車税については、開始から７年目

を迎えていますが、認知度の高まりとともに毎年

千件程度増加しています。近くに金融機関がない

方、また、24時間支払いが可能であり市民の皆様

の利便性向上につながっていると考えています。

また、税収確保の観点から、軽自動車税に係る徴

収率が、開始前の平成24年度の91.5％から平成

30年度には93.7％と2.2ポイント上昇しているこ

と、納期内収納率も平成24年度の83.3％から平成

30年度の87.4％へ4.1ポイント上昇していること

から一定の効果があったものと考えています。 

【選挙管理委員会費委員報酬】 

○委員（伊藤嘉秀） 選挙管理委員会委員報酬の

内訳と選挙管理委員の月平均の出勤拘束日を教え
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てください。 

○高橋総務部総括次長（人事課長） 選挙管理委

員会委員報酬の内訳は、委員長が日額２万

2,900円、年間25日の勤務で57万2,500円、委員が

１人当たり日額２万900円、年間18日の勤務で

37万6,200円となっています。 

 決算額としては、委員長が年間57万2,500円、

委員３人で年間112万8,600円、合計170万1,100円

です。 

 次に、月平均の勤務日については、委員長が約

2.1日、委員さんが1.5日です。 

○委員（伊藤嘉秀） 過去に委員報酬の増減はあ

りましたか。あった場合にはその理由を教えてく

ださい。 

○高橋総務部総括次長（人事課長） 委員報酬に

ついては、新居浜市特別職報酬等審議会の答申に

準じて改定をしています。 

 現在の報酬額については、平成24年４月から適

用されており、そのときは委員長が２万3,000円

から２万2,900円に、委員が２万1,000円から２万

900円に減額改正されています。 

 今後におきましても、国の人事院勧告等々踏ま

えまして、新居浜市特別職報酬等審議会の答申に

準じて改定を検討していきたいと考えています。 

  午後 ２時２４分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ２時２８分再開 

 

認定第２号 第２グループ質疑 

【家庭・婦人相談員費】 

○委員（仙波憲一） 家庭相談のここ３年の件数

と傾向を教えてください。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 家庭相

談の実績については、平成28年が1,150件、平成

29年が1,348件、平成30年が1,350件となってお

り、相談件数は、増加傾向にはあると言えます。 

 また、相談の内容については、本人や家庭の問

題が複雑に絡んでいる相談が大変多く、保護者自

身が障害を持っているために人間関係がうまくい

かないといった相談や、自分の母親との関係が悪

く、親には頼れない状況での相談、児童相談とい

う形での児童虐待の相談もふえている状況です。 

○委員（仙波憲一） 最近テレビ等でよくクロー

ズアップされている子供の虐待については、新居

浜市でふえていますか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 虐待に

ついての相談件数は、平成28年が51件、平成29年

が73件、平成30年が70件です。 

 虐待だけの相談ではなく、児童相談、婦人相

談、大きくいうと家庭的な相談も含めた中で虐待

についての相談があるという状況で増加傾向にあ

ります。  

また、70件が全部解決しているわけではなく

て、いろいろなことが絡んでいるということもあ

ります。 

 虐待については、単に身体的な暴力だけではな

くて、ネグレクトや子供の前でお母さんがお父さ

んに殴られるとか暴言を吐かれるというような面

前暴力という心理的な暴力がふえている傾向で

す。 

○委員（片平恵美） 何人の相談員でこの千何百

件の相談に当たっていますか。また、１人が持っ

ている相談件数は何件ぐらいですか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 子育て

支援課には婦人相談員が１人、家庭相談員が１

人、いろいろな相談に乗るような形の者が３人い

ます。 

 家庭相談員として任命を受けているのは正規職

員ですが、婦人相談員とその他の相談業務をして

いる３人は臨時職員及び非常勤職員です。 

 婦人相談に限りますと、長い間継続して相談を

受けていたり、１週間に１回は必ず連絡があると

か、その相談員を頼って自分の心や体のつらさを

相談員に吐き出されたりとかして、電話の後には

すっきりしました、ありがとうございますという

ことで電話を切られているというような状況で

す。 

【福祉のまちづくり推進費】 

○委員（小野志保） 社会福祉大会開催費等とあ

りますが、社会福祉大会以外に開催した行事はあ

りますか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 福祉のまち

づくり推進費は、核家族化の進行などにより、近

年地域における住民同士の交流が減り、地域への

関心が薄れていることから、地域活動への住民参

加を促すための広報、啓発に取り組むとともに、

住民を初め福祉のさまざまな担い手が共同し活動

できる場としてさまざまな行事を開催するもの

で、新居浜市社会福祉協議会に対し、社会福祉大

会・生き生き幸せフェスティバル開催事業補助金
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64万1,000円を交付し、10月の生き生き幸せフェ

スティバル・ボランティアフェスティバルと12月

の新居浜市社会福祉大会を開催しています。 

 地域福祉課が所管していますその他関係の行事

については、他の行政目的におきましてさまざま

な社会福祉団体と協働して実施しており、社会を

明るくする運動大会や福祉のつどい、心身障がい

者（児）団体連合会体育大会などを開催していま

す。 

【生活困窮者自立支援事業費】 

○委員（小野志保） 生活困窮者が困窮状態から

早期に脱却した具体例があれば教えてください。

平成30年度新規相談者数は何人ですか。平成30年

度以前より継続して支援を続けている生活困窮者

数を教えてください。平成30年度に結果として自

立に繋げた生活困窮者数を教えてください。 

○桑内生活福祉課長 生活困窮から早期に脱却し

た具体例について、２例だけ紹介します。１例目

は、生活保護につなげたケースで、高齢の父親と

長男の二人暮らしで長男が病気がちの父親を介護

するため就労しておらず、収入は父親の年金のみ

でたちまちの生活に困り、生活保護受給となった

ものです。いわゆる７０４０問題に該当するケー

スで、父親が介護サービス利用を新たに開始する

とともに長男が就労を開始し、生活、収入ともに

安定したことから早期の生活保護脱却が可能とな

り、相談から生活保護脱却まで概ね半年を要して

います。２例目は、生活保護に至らずに生活再建

が図れたケースで、ネグレクトにより実家から追

い出され、友人宅に一時的に生活している単身女

性ですが、アルバイトを始めたばかりで、家を借

りるお金がなく、センターに相談に至ったケース

です。社協で貸付を受けることができ、住居を確

保、知的障害の可能性があったため、関係機関と

連携し障害年金を受給、また、障害者雇用で就労

もかない収入増が図られ、収入面では半年程度で

不安が解消されました。ただ、家計管理など生活

面の自立がまだできていないため相談から２年た

つ現在も継続して支援に努めています。これは、

ほんの一例ですが、このように相談に訪れる方

は、複合的な問題を抱えているケースもあり、関

係機関と連携し自立に向けて息の長い支援に努め

ています。次に、平成30年度の新規相談者数につ

いてですが、平成30年度は、合計304人で前年度

並みとなっています。次に、平成30年度以前より

継続して支援を続けている生活困窮者数につい

て、支援を継続している方は、22人に及び、生活

支援、就労支援や家計改善など本人に寄り添いな

がら包括的な支援に努めています。次に、平成

30年度に結果として自立に繋げた生活困窮者数に

ついて、新規相談者304人中、就労等による収入

増で自立に至ったのが11人、他法活用等により一

時的困窮状態を解消し自立に至ったのが14人、家

計改善により自立に至ったのが７人、合計32人が

経済的自立を図れたものと認識しています。 

○委員（小野志保） 昨年度に支援を受けていた

人で、まだ自立につながっていない方々のその後

の支援を継続して行っているものはありますか。 

○桑内生活福祉課長 自立相談支援センターに

は、生活上の心配や不安で多くの相談が持ち込ま

れており、相談内容は多岐にわたり、早期に解決

するものや複雑で困難な問題を抱えているケース

もあり、その場合は息の長い支援が必要なことか

ら、数年に渡りかかわっているケースもありま

す。今後におきましても、相談内容によって、本

人に寄り添いながら問題解決に向けて包括的かつ

継続的な支援に努めたいと考えています。 

【障がい者工賃向上促進事業費】 

○委員（仙波憲一） この事業の業務委託の内容

と、高齢者日常生活支援サービスの具体的な内容

と効果についてお伺いします。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 障がい者工

賃向上促進事業は、介護保険制度において平成

27年度より当時の呼び方で言うところの新しい総

合事業が全国的に展開される動きに合わせて、事

業の対象である要支援者等の生活支援サービスに

障がい者就労継続Ｂ型事業所が参画することで、

その工賃向上を図ることができないか、という狙

いで、モデル事業として取り組んでいるもので

す。業務委託の内容としては、要支援の介護保険

被保険者及び事業対象者に対する日常生活着等の

洗濯がその主な業務です。高齢者日常生活支援サ

ービスの具体的内容についてですが、高齢者日常

生活支援サービスという説明語句については、先

ほど説明した介護保険の総合事業との関係性を示

すための表現です。具体的な内容は、ケアプラン

やケアマネジメントにおいてサービス利用が位置

付けられた要支援者及び事業対象者宅に週１、２

回集配用のランドリーネットという袋を取りに伺

い、事業所で洗濯、乾燥を行い、たたんだ後に仕
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上がった洗濯物を次回の訪問時に届けるというも

のです。また、独居高齢者に対しては、ご希望に

より洗濯物の集配時に見守り安否確認を行ってい

ます。効果については、今年度に総合事業移行後

の評価と今後に向けた協議を行うこととしていま

す。モデル事業の範囲内での就労機会の提供や業

務の確保という効果はありましたが、現時点での

評価としては、Ｂ型事業所による事業として業務

に係る人数や時間の問題、集配が単独では行えな

いなどの制約があり、また一定数以上への対応が

難しいとの相談も伺っています。また、需要動

向、民間業者の存在、さらに既存設備老朽化によ

る買い替えの必要性などもありますが、これまで

の状況に加え、事業所の運営上の課題を含めて、

総合事業の生活支援サービスとして正式に参画す

ることが可能かどうかの結論を得ることとしてい

ます。 

○委員（仙波憲一） 洗濯以外の業務も考えてい

るのかどうかと、このモデル事業は今後もやるの

かどうかを伺います。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 洗濯以外の

業務を考えられないかについては、Ｂ型事業所に

限らず、Ａ型事業所も工賃の向上については大変

大きなテーマとなっており、Ｂ型事業所、Ａ型事

業所、一般就労移行の事業所とで、自立支援協議

会の働く部会で、いろいろな情報交換や相談を行

っています。この事業自体は、介護保険制度に参

画することが可能か、ビジネスチャンスとして捉

えられるかどうかの検証の事業で、介護保険にか

かわる部分以外でも事業所の協議の中で相談を受

けており、今後も受けていきます。この事業を続

けていくかについては、今年度中に事業評価を行

い、事業所とも協議をして結論を出しますが、こ

れまでの状況の中で、簡単には続けることはどう

かという部分があります。本事業の評価として

は、総合事業のサービスとして実施するのが可能

かどうかであり、Ｂ型事業所が洗濯業務自体を継

続できるかどうかではなく、高齢者や要支援者に

限らず適正な料金で実施するであるとか、近隣の

地域だけで十分な受注がある、どこかの事業所か

ら継続的な大口の受注があるといった場合には、

集配効率と業務量の関係から事業として成立する

ことになってくるので、今回の評価、検討でこの

事業が来年度以降どうなるかに限らず、常にＡ型

事業所、Ｂ型事業所の意見を聞きながら工賃向上

に向けた相談はこれまでも行っており、これから

も続けていきます。 

○委員（小野志保） 障がい者就労継続Ｂ型事業

所の工賃は向上しましたか。向上したのであれ

ば、前年と比べいくら向上しましたか。業務委託

のほかに経営コンサルタントや企業ＯＢなどを派

遣し、経営力の強化、技術の向上、事業所職員の

人材育成を図るための研修会などを実施しました

か。この委託料で不足はなかったですか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 工賃向上の

成果と額についてですが、本事業は、介護保険制

度の変更における総合事業サービスに障がい者就

労継続Ｂ型事業所が参画し継続可能な事業にする

ことで工賃向上を図ることができないか、という

ことを図る目的のモデル事業ですので、実質的な

成果は委託事業が独立事業として成立しうるかど

うかにあると考えています。額については、この

事業がなければ、事業所は他の業務を受注するこ

とになるので、単純な比較はできませんが、仮に

現在のモデル事業の条件で受託事業所における工

賃向上効果を試算すると、委託事業所の平均工賃

の総和から全従業員人数で割り戻して、事業所の

作業員一人当たり、月額1,400円ほどの工賃ＵＰ

になる計算となっています。経営コンサルタント

等の活用による、経営力、技術力、人材育成等を

図ったかについては、本事業の目的としてそのよ

うな活動は想定していないため、特に現在のとこ

ろ実施していません。就労継続Ｂ型事業所は一般

就労が困難な方で、Ａ型事業所のような雇用契約

による就労も困難な方が作業される事業所である

ため、事業の効率化の前にそれぞれの障害者の障

害特性や個人特性に応じて、どんな仕事ならでき

るのか、その可能な仕事の組み合わせや経験の積

み重ねを工夫しつつ指導していく、また、就労の

場自体にいることができるかどうかの訓練から始

める部分が大きなウェートを占めていますので、

一般的なコンサルタントや企業のノウハウを直接

活用することは難しい部分が多いのではないかと

考えています。しかしながら、各事業所では福祉

就労の相談経験のあるコンサルタントと相談され

たり、全国的な活動の情報による事業の工夫をさ

れているため、自立支援協議会はたらく部会など

でも情報共有、意見交換しながら何か活用できる

ものはないか常に相談をしています。委託料の不

足の有無については、不足しているという報告は
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いただいていません。 

【おもいやり駐車場整備事業】 

○委員（藤田豊治） 障害者等用駐車場改修内容

及び改修施設、場所を教えて下さい。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 改修内容と

しては、公共施設の障害者等用駐車場を対象外の

市民が利用しないよう、一般車両駐車スペースと

の区別をつけやすくするため、目立つ色による塗

装を行うとともに、愛媛県が推進しているパーキ

ングパーミット制度で対象となっている障害者以

外の高齢者、妊産婦、けが人等も利用しやすくな

るように複合マークに改修を行ったものです。 

 改修施設、場所については、決算成果で説明の

15カ所という表記は、１カ所が１台分を指してお

り、15台分に読みかえてください。 

 公共施設に整備している障害者等用駐車場が、

市役所本庁舎や学校、公民館、公園等58施設、

111台分ありますが、本事業以外の事業での整備

予定のものを除いて70台分に対し、平成27年度か

ら平成30年度までの４年間を本事業で、令和元年

度は教育委員会の事業として改修を進め、５年間

で整備しているものです。 

 平成30年度の改修施設、場所は、別子銅山記念

図書館、上部支所、渡海船駐車場、東平記念館、

池田池公園、土橋公園、中萩きらきら公園、平尾

墓園の８施設の計15台分です。 

○委員（小野志保） パーキングパーミット交付

後、一時的に歩行が困難な方の有効期限後の返却

率はどのぐらいですか。まだ返却されていない方

への対応はどうしていますか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 利用証の発

行については、市でも受け付けを行っています

が、県の発行になっており、返却場所は、県への

返却や県内他市町でもよいということになってい

ます。本市でも窓口へ持ってこられた分のみの回

収としており、このため返却率の把握はしており

ません。県の要綱では、未返却の方への対応につ

いては、交付対象者でなくなった場合のみ返却を

求めるとなっていますが、利用証に有効期限が記

載されており、交付時に有効期限と返却方法につ

いての説明をしていますので、特に未返却者への

催促等は実施しておりません。 

【重度障がい者（児）タクシー利用料金助成事業

費】 

○委員（片平恵美） タクシーチケットの利用を

申請する権利がある該当者の中で、申請した人は

何％ぐらいですか。申請した人の中で利用した人

は、どのくらいますか。また、交付したチケット

に対する利用されたチケットの割合はどれくらい

ですか。 

 １度の利用で250円まででは少ないという声が

多く聞かれています。総額は変えないまでも、一

度にチケット２枚まで使えるというようにするな

ど、利便性を向上させる取り組みを検討されまし

たか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 対象者は身

体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ、精神障害者

福祉手帳１級を所持されている方で、福祉施設に

入所されていない方になっています。平成31年３

月の時点で2,837人いますが、うち申請された方

は1,456人で、申請率は51％となっています。 

 申請者1,456人中、チケットを利用された方は

943人で、65％。また交付したチケットに対する

利用されたチケットの割合は、交付枚数６万

3,700枚中２万5,819枚で、41％です。 

 平成27年７月からの交付時は助成券１枚のみの

利用に制限していましたが、近隣他市が初乗り運

賃程度の助成を行っており、本市においてもほぼ

同程度の助成を行うために、平成28年４月よりタ

クシー乗車１回につき助成券は最大２枚まで使用

できるように運用を変更しています。 

 質問の趣旨のような意見を耳にされたというこ

とは、利用者に対する説明や広報に不十分な点が

あるということが考えられますので、徹底を図る

必要があると受けとめています。 

  午後 ３時０１分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ３時１０分再開 

【見守り推進員活動費】 

○委員（永易英寿） 見守り対象の高齢者の人数

は何人ですか。また、そのうちの要、不要の割合

はいかがですか。 

○久枝介護福祉課長 平成30年４月１日現在の独

居高齢者数は4,371名です。見守りを要する対象

高齢者の人数は3,207人で、独居高齢者全体の

73.4％となっています。見守りを不要とする独居

高齢者の人数は1,164人で、独居高齢者全体の

26.6％となっています。 

○委員（永易英寿） うちの校区でも、見守りを

不要とする方の孤独死が数件ありますので、見守
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りの不要の方への対応と、あと見守り推進員の高

齢化が著しく、対象年齢以上の方が見守りをして

いる現状があります。不要の方の孤独死対策また

は見守りの高齢化対策をいかに考えて事業を実施

していますか。 

○久枝介護福祉課長 独居高齢者で見守りが不要

となっている方であっても、身体の状況が変わる

ということで見守りが必要になるということは常

にあり得ることと考えています。そのための対策

としては、民生児童委員を中心とした地域の見守

り体制の中で把握に努めていただき、適切な見守

りができるようお願いをしています。 

 近年、見守り推進員の高齢化などによって、そ

の確保が難しくなってきているという声もお聞き

しています。対策としては、やはり民生児童委員

や地区の社会福祉協議会によって地域で高齢者を

見守る体制を整備していただいていますので、こ

の活動の中で自治会等の関連する団体にも協力い

ただき、見守り推進員の確保に努めていただける

ようお願いをしてまいります。 

○委員（永易英寿） ちょっとずれるかもしれま

せんが、高津校区ですと85歳の方が一番最高齢で

見守りをされている方が２人いますが、それ以上

の方はおられますか。 

○久枝介護福祉課長 済みません、把握していま

せん。 

【障がい者就労支援創出事業費（繰越分）】 

○委員（高塚広義） 障がい者の一般就労に向け

た次世代働き手育成の場創出連携事業補助金とあ

りますが、具体的にどのような活動をしている団

体に補助金を出しましたか。この事業の成果と課

題及び費用対効果をどう認識していますか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 補助の対象

事業所は平成23年１月１日に障害者就労継続支援

Ａ型の事業所指定を受けている事業所です。障害

者を雇用して、菌床シイタケや野菜の栽培、シイ

タケパウダーを活用した菓子販売等を行っていま

す。 

今回補助の対象となった事業は、障害者が一般

就労に向けた訓練ができる、働く場としての食堂

を始めるというものであり、その中でいくつもの

効果を狙った事業となっています。その効果とし

ては、障害者の一般就労に向けてより実践的な訓

練が可能になること、他の福祉事業所の生産する

野菜の使用や物品の販売も行い複合的に効果を生

み出すこと、地産地消の推進とともに規格外品の

野菜を使用すること、白芋等地元特産物の利用に

よる振興への貢献等であり、こうした雇用面、経

済面の効果のほか、地域課題の解決も見据えたも

のとなっています。食堂は今年の２月に開設した

ばかりで、まだ１年間の実績がないので成果や課

題について検証できる段階ではありませんが、目

的とした質的な効果については事業において既に

実施されているものであり、経営も最近は安定し

てきたと伺っています。 

○委員（高塚広義） 障害者就労継続支援Ａ型に

ついて詳しく説明をお願いします。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 通常の事業

所に雇用されることが困難であり、雇用契約に基

づく就労が可能である65歳未満の障害者に対し

て、雇用継続の締結等による就労の機会の提供及

び生産活動の機会の提供、その他就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要な訓練等の支援を

行う事業所と規定されています。 

○委員（篠原茂） 一般就労に向けどのような流

れになりますか。どのくらいの障害者雇用を想定

し、どのくらいの雇用の確保ができましたか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） もっともイ

メージしやすい流れは、子供の頃から障害がある

ことがわかっており、障害サービス等で療育を受

けたり特別支援学校等を経て就職する場合だと思

います。この場合は、軽度の方で直接就職活動に

より就労する方もいますし、どのくらい働くこと

ができるのかわからないという場合は、就労移行

支援事業所で就労の適性判断や就労面に係る課題

等の把握、就労に向けた訓練等を行い、その適性

に基づき就労継続支援Ｂ型やＡ型、一般就労へつ

ないでいく流れになります。このほか、学生生活

や就職活動がうまくいかない、あるいは離職した

後に障害があることがわかるという、いわゆる大

人の発達障害等のケースや、就労者がメンタルに

支障を来すケース、事故等を原因とした高次脳機

能障害、精神科の病院から退院して就職を考える

ケースなどがあり、これらを含めた様々なケース

で就労支援を行う流れがあります。次に、障害者

雇用者数の想定についてですが、障害者の就労に

関するパターンが様々で、大人の発達障害など潜

在的な需要もある関係で、設定すべき全体像の把

握は大変困難なものがあります。このため、第５

期の障がい福祉計画では、障害者全般における就
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労目標の設定はありませんが、業務の遂行上の内

部的な目安として、１学年当たりの障害者数や一

般就労支援の状況から、新規の就労支援で45人程

度、再就職支援なども含めて90人程度の支援が１

年当たりで必要ではないかと考えています。次

に、本事業における雇用者数ですが、食堂は現在

昼食の時間帯を中心とした営業となっており、障

害者の雇用は６人です。６人という数字は一見少

ないようにも感じられ、一般の事業所規模として

も零細なものに含まれますが、新規就労支援の目

安45人や新居浜公共職業安定所所管の法定雇用対

象事業所の本市での雇用総数458人という数字と

比較すると、決して小さいものではないと考えて

います。 

【障がい児通所支援事業費】 

○委員（篠原茂）  昨年度の事業費は３億

9,485万6,000円でしたが、平成30年度の事業費は

４憶6.248万6,000円に増額していますが、要因は

何ですか。受け入れ可能人数は何人ふえました

か。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） この事業費

の内訳は、通所支援給付費等、はげみ園の指定管

理経費、国保連合会審査手数料、前年度国庫負担

金の交付額確定に伴う返還金となっていますが、

増額の大きな要因としては、事業所数の増加に伴

う利用数の増加による通所支援給付費の増加で

す。事業所数としては、平成29年度から平成30年

度では、児童発達支援事業所は５事業所から７事

業所、放課後等デイサービス事業所は13事業所か

ら16事業所とそれぞれ増加しており、また定員に

ついても、全体で180人から230人にふえていま

す。利用できる事業者数がふえたことにより、利

用人数が330人から370人、利用回数は4,830件か

ら5,678件にふえ、給付費も３億7,116万8,896円

から４億3,801万1,949円へふえています。受け入

れ可能人数については、平成29年度から平成30年

度にかけて、新たに３つの事業所が開所されたこ

とにより、定員ベースで児童発達支援が55人から

75人に、放課後等デイサービスは、125人から

155人にそれぞれ増加しています。令和元年度

は、児童発達支援と放課後等デイサービス合わせ

て定員10人の多機能事業所が令和元年10月より新

たに開所しています。 

○委員（篠原茂） 事業所はふえたということで

すが、これ以上ふやす必要がありますか。 

○古川福祉部次長（地域福祉課長） 現在入りた

いといわれている方は全員施設・サービス利用を

されています。ただ、実際にこの分野で利用され

ようという方は年々ふえており、事業所の中にも

まだ開設を考えている所もあるようです。はっき

りとした需要総数はわかりませんが、まだもうし

ばらくはふやす必要がある可能性があると思って

います。 

【病児保育事業費】 

○委員（黒田真徳） ひとり親の方など利用する

側にとって大変ありがたい事業だと思いますが、

１日の利用料金が子育て世代には負担が大きく、

利用をためらう原因になるのではないかと思いま

すが、利用者の方の声はどうですか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 利用者

の方の声については、誰も見てくれないときに預

かってもらって本当にありがたかったという声を

いただいています。 

 費用的な面に関しては、費用が高くて使いにく

いなどという意見は特に窓口ではお聞きしていま

せんし、前日電話であした行きたいなどと電話を

子育て支援課で受けるときもありますが、そのと

きもそういう声は特にいただいておりません。 

 ただ、子育て世代等へのアンケート調査をした

ところ、この事業のことについて知らないと回答

された方が大変多かったので、事業の周知方法、

事業について知っていただくということをさらに

検討していきたいと思っています。 

【ファミリーサポートセンター事業費】 

○委員（白川誉） マッチング事業だと思います

が、依頼会員411人、提供会員177人のそれぞれの

平均年齢、依頼もしくは提供の平均回数、最少と

最大の提供依頼の回数を教えてください。それぞ

れ利用されている会員の声、わかる範囲でいい悪

い含めて教えてください。この事業においての課

題及びその課題の解決策について何か今考えられ

ていることがありましたらお聞かせください。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 依頼会

員の平均年齢が40.3歳です。依頼平均の回数が、

実際利用できた場合の平均としては74.4回です。

最少依頼回数についてはゼロ回、最大依頼回数が

300回になっています。 

 結果、依頼の希望どおりにできる場合もありま

すが、できない場合も多くあるということが言え

ると思います。 
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 提供会員の平均年齢については59.2歳、提供の

平均回数ですが、実際に提供できた回数の平均と

しては108.5回です。最少の提供回数はゼロ回、

最大の提供回数は396回となっています。 

 会員の声についてですが、よい意見として、フ

ァミリー・サポート・センターのおかげで仕事が

継続できて本当にありがたいという声もいただい

ています。逆に、依頼をしてもなかなか条件に合

った提供会員が見つからなくて本当に困りますと

いう意見もいただいています。 

 実際に活動できる提供会員の数がふえないこと

が課題だと思っています。活動できる提供会員も

多数いますが、複数の依頼をかけ持ちで活動して

いるので、なかなか要望に応じた提供ができない

ことが課題になると考えています。 

 その解決策としては、会員増を目指して声かけ

や周知など、とにかく裾野を広げるという意味で

会員増を目指していきたいと思っています。 

 ただ、この事業については、仕事の紹介をした

り、仕事としてやってもらうというイメージでは

なく、有償のボランティアという形で、地域のネ

ットワークや地域の人材をどのようにして活用す

るかというところに主眼を置いた事業と考えてい

ますので、子育て世代の方がいろいろなサポート

の中の一つとして考えてもらえるような形でうま

く運営できる方法を今後も考えていきたいと思っ

ています。 

【児童虐待防止対策緊急強化事業費】 

○委員（小野志保） 児童虐待防止対策講演会開

催及び地域ネットワーク活動や児童虐待防止に関

する情報、子育て支援活動の周知においてどのよ

うな取り組みをされましたか。この金額で不足は

なかったでしょうか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 平成

30年度の実績として、子どもの時代の今とこれか

らと題して東予子ども・女性支援センター所長山

内幸春さんによる児童虐待の防止啓発に関する子

育て講演会を昨年11月に開催をしました。 

 また、事業費支出以外では、児童虐待につなが

りそうな案件や子育てに対してしんどさを抱える

保護者支援のために、学校、保育園、児童相談

所、保健センター、警察など関係機関で情報を共

有しながら個々のケースに対して解決につながる

ような支援を行っています。また、支援の方法を

学ぶ研修会にも出席をしてスキルアップにも努め

ています。 

 この金額で不足はなかったかということです

が、愛媛県から虐待に関する相談を受ける専門家

を虐待チーム派遣という形で派遣してもらうこと

ができますが、昨年は処遇困難な虐待案件がなか

ったために、旅費の支出がありませんでした。 

 また、予定していた研修についても、職員の業

務経験年数が少し足りなかったために研修会に出

席できなかったため未執行となりましたので、こ

れからも継続していろいろなことに取り組んでい

きたいと思っています。 

昨年度は、いろいろ予定していた事業がありま

したが、実際には支出することができなかったと

いう経緯があります。できれば今後もいろいろな

経験ができるような研修会の出席や、講演会をで

きるような経費については要望していきたいと思

っています。 

【認定こども園施設型給付事業費】 

○委員（越智克範） 入所状況において50％に満

たない低い入所率のこども園がありますが、この

ような低いこども園に対する要因と対策はどのよ

うになっていますか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 定員や

部屋の面積に余裕があり、入所希望がある場合で

も、子供の人数に対する基準に沿った保育士の確

保ができなければ入所させることができません。

そのため入所率の低い理由としては、そのこども

園での保育士確保が難しいという面が大きいと考

えています。 

 そのためには、保育士確保が急務でありますの

で、入所率の低い施設に対しては、保育所確保に

ついての指導や対応をお願いしています。実際、

保育士募集という形で新聞広告の折り込みに入れ

たりしていることもありますが、保育士について

は人材不足で、どの施設も確保については少し難

しいというのが現状だと思っています。 

○委員（越智克範） 給付費が定員によって多い

ほうがこども園に対してメリットがあるというこ

とはないのですか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 定員が

多いほど給付費が多くなるというメリットはあり

ません。定員が少ないほうが割合的には給付費の

割合が高くなりますので、いつまでも定員を高い

まま置いておくメリットは施設側にはないと思っ

ています。 
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○委員（大條雅久） 保育士が足らないので受け

入れの子供の人数が定員に対して４割というとこ

ろがあるというふうに聞こえました。定員は、保

育士いなくても決まるわけですか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 定員に

ついては、例えば定員を60人に設置するために保

育園の部屋の面積を確定するというふうに施設の

建設、認可をするという条件のときに、定員も設

置していきます。 

 保育園としてはその定員に見合うような保育士

も確保するということがもともとの条件だとは思

いますが、定員は設置するにしても、実際子供た

ちがそこの園に集まるか集まらないかという部分

については、未知数な部分もあり、なかなか確保

できない、１人、２人足りないなどということ

や、子供の年齢による人数、乳児、ゼロ歳児だと

３人に１人の保育士が要りますが、５歳児だと

30人に１人というように保育士の割合が微妙に違

うので、その時点、時点に応じた入所希望の子供

の数によって保育園では割り振りをしてその年の

入園できる子供たちを決めますので、一応園自体

としては保育士の確保の目標は決めているという

状況ではあり、最終その目標に向けて各保育園で

努力はしたものの、やっぱり１人は集まらなかっ

たという結果になることはあるかとは思います。 

【子育て応援パスポート事業費】 

○委員（白川誉） 当初予算と決算額が変わった

理由と、当初の協賛店舗の目標数や配布目標数は

どうだったのですか。協賛店舗に対する募集フロ

ー及び実施後のフォローの内容は何かルール決め

はしていますか。協賛店舗でのパスポートの実際

の利用実績はどうでしたか。対象者へのニーズの

調査は行っていますか。行っているのであればど

のように反映させたのですか。他部局事業の母子

手帳アプリとの連携は行っていないのですか。行

っていないのであればその理由を伺います。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 予算額

との差額については、予算額 43 万円のところ、

印刷製本費が 39 万 2,000 円の執行ということで、

入札減少金による差額です。協賛店舗については、

店舗の意思によって参加していただいているため、

特に目標数は設定していません。配布目標は妊婦

から 15歳以下の子供を持つ世帯で、母子手帳の

交付を受ける保健センターや、保育所、幼稚園、

各小中学校を通じ対象世帯へ配布しています。協

賛店舗は 112店舗、配布冊数は１万 1,388 冊の実

績となっています。募集の方法について、すでに

登録をしていただいている店舗については、１月

頃に次年度の継続登録を依頼します。新規に登録

の店舗については、市のＨＰにおいて随時募集を

しています。登録店舗には、お店に張ってもらう

ステッカーに加え、店内に掲示してもらう、お店

のサービス内容を掲載して、ラミネート加工した

チラシを配布し、利用者へのＰＲに役立ててもら

っています。協賛店舗やサービス内容については、

ホームページで紹介しており、年度途中の登録や

変更については、報告を受けるごとにホームペー

ジでサービス内容を変更して掲載しています。今

年１月に登録店舗にアンケート調査をした結果、

112店舗中 34店舗から回答をいただいており、

回答をいただいた 34店舗の内 29店舗で実際に利

用されていました。また、利用された方は未就学

児や小学校低学年の家庭が多いとの結果でした。

店舗の利点としては、店のＰＲやイメージアップ

につながった、今まで対象でなかったお客様に来

ていただけた、お客さんとのコミュニケーション

が図ることができた、お子様連れの方がふえた、

など店舗のメリットもあったとの回答をいただき

ました。利用者へのニーズ調査については、

12 月に保育園及び子育て支援拠点利用者へアン

ケートによるニーズ調査を行っており、パスポー

トを小型化してほしいとの希望がありましたので、

今までは冊子で配布していたものを今年度からカ

ードタイプに変更しました。また、配布時期につ

いても年度当初にしてほしいという要望がありま

したので、４月１日に各小中学校、保育園に配布

しました。また、協賛店舗がすぐわかるようにし

てほしいという要望もありましたので、店舗へス

テッカーを配ることに加え、ラミネートで利用内

容がわかるチラシを作って各店舗へ渡しています。

母子健康手帳アプリとの連携については、現在の

ところ行っていませんが、今後、母子健康手帳ア

プリの利用状況や連携にかかる経費と効果などを

検討し、判断していきたいと思っています。 
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○委員（白川誉） Hello!NＥＷ新居浜の一番の

ターゲットである子育て世代だと思いますが、

Hello!NＥＷ新居浜の取り組みとどういった連携

がありますか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 現在連

携は実施していませんが、母子健康手帳アプリと

いったところで検討する余地があると思いますの

で、店舗自体のイメージアップであったり、利用

者の利用希望の吸い上げといったところに結び付

きやすいかとは思います。ただ、費用的なことも

あり今後検討していきたいと思います。 

【愛顔の子育て応援事業費】 

○委員（河内優子） 新居浜では約1,000人の赤

ちゃんが生まれているとお聞きしています。交付

人数が477人ですが、市民の方への周知はどのよ

うにされていますか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 対象が

第２子以降の出産の方を対象にしていますので、

出生が1,000人のうち、人数は1,000人以下になり

ます。 

 また、申請期限については、１歳になるまでに

していますので、出生した年度に必ずしも申請す

るとは限らないため、昨年度は477人でした。 

 事業の周知については、まず出生届を市民課に

提出されたときに、この事業を含めた子育て支援

事業についてのチラシを配付していますので、出

生届と同時に申請をされる方が大変多くいます。 

 また、その後は児童手当や乳幼児医療の手続の

ため子育て支援課の窓口に来たときに確認し、申

請の案内をしています。ほとんどの方はこの一連

の手続の中で完了しますが、ほかには保健センタ

ーでの５カ月健診のときや、子育て情報冊子すく

すくにも掲載していますので、それで確認をし、

手続をする方もいます。 

 それでも未申請の方もいますので、個別対応と

して、申請は１歳までできますので、タイミング

をはかりながら文書で連絡をしています。 

 このような周知体制をとっていますが、残念な

がら平成30年度は１名の未受給者がいました。こ

の方については、保健センターからの連絡や、数

回の通知もしましたが、結果、未申請ということ

になりました。 

○委員（大條雅久） １人だけ未申請のことで気

になったのですが、その後現認しましたか。面談

しましたか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） その方

がきちんと子育てをしているかどうかの確認とい

う意味でしょうか。 

○委員（大條雅久） はい、そうです。生存確

認。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 済みま

せん、そこまでの確認はしていません。 

 何度も文書で連絡をしましたが、申請しなかっ

たということも過年度にありましたので、そうい

う方もいらっしゃるという認識でした。 

【保育所費】 

○委員（伊藤嘉秀） 市内の保育園の入所率で

は、特に多喜浜保育園が低いようですが、過去の

入所率の推移を教えてください。それと、多喜浜

保育園の入所率が低い原因、理由を教えてくださ

い。また、多喜浜保育園の入所率向上策で実施し

ていることを教えてください。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） まず、

平成27年度からの過去５年間の入所率につきまし

ては、平成27年度が68人の入所で56.7％、平成

28年度が60人の50％、平成29年度が54人の45％、

平成30年度が46人の38.4％、平成31年度が38人の

31.7％となっています。 

 年度当初の公立保育所の保育士の配置の際に

は、入所希望の多い園にまず保育士を配置する調

整を行っています。 

 その結果、地理的な条件もあり、第１希望とし

て入所を希望される方が少ない多喜浜保育園への

保育士の配置が少なくなり、定員より少ない入所

になっています。 

 市全体では市立保育所、私立保育所を含めた市

内全体の希望を調整して入所決定をしています。 

 120人定員ですので施設にも余裕があり、保育

士を確保できれば特に年度途中の保育需要には対

応できることから、継続して保育士の確保に努め

ている状況です。 

○委員（伊藤嘉秀） 保育士が少なく、多喜浜は

希望者が少ないという理由ですが、市全体で保育

士の人数は足りていますか。 

○曽我部福祉部次長（子育て支援課長） 公立保

育園については、４月１日時点で待機児童が出な

いように調整して、４月１日に入所希望した方が

全員入れるように、Ａ保育園に集中して配置した
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り、Ｂ保育園の保育士を１人減らしてＡ保育園に

配置するという形で、保育士の人数を調整しなが

ら市全体で４月１日現在に待機児童が出ない状況

にしています。 

 臨時保育士の申し込み自体も大変少ないです

が、年度途中で臨時保育士の応募があれば、足り

苦しい園などに保育士を順次配属している状況で

す。 

【健康増進対策費】 

○委員（田窪秀道） 保健センターにて生活習慣

病、がん予防のために健康教育、相談、検診事業

等を実施していますが、どのような目立った成果

がありましたか。検診受診資格者人数に対する受

診者数を見て、見解をお聞かせください。 

 それと、若年者健康診断の実施人員をふやすた

めに策は考えられましたか。１日人間ドックの受

診者数は当初の予想人数から勘案した場合、妥当

な人数だったのでしょうか。 

○近藤保健センター所長 生活習慣病の発症や重

症化予防のための正しい知識を普及し、健康づく

りに取り組む方をふやすために、健康教育や健康

相談を実施しています。健康教育では、医師、歯

科医師によるがんや歯周病に関する講演会を開催

し、合計で135人が参加し、76％の方がよく理解

できたと回答しています。 

体組成測定を利用した健康相談では、1,654人

の方が利用され、体重が減少した方が59.4％、筋

肉量が増加した方が56.2％となっています。 

 検診事業については、がん検診を受診された延

べ１万9,253人のうち、精密検査によりがんが発

見された人は平成31年３月末現在16人となってお

り、検診により早期発見、早期治療につながった

と考えています。 

 次に、検診受診資格者人数に対する受診者数に

ついてですが、本市が実施するがん検診の対象者

の考え方は、ほかにがん検診の受診の機会を持た

ない者としています。 

 ほかの主要な受診機会として、企業や保険者が

行うがん検診がありますが、就業状況や加入保険

等は常に変動し、正確に把握することが不可能な

状況です。そのため、国においては、がん検診の

あり方検討会において、対象者について検討がさ

れています。 

 現状としては、がん検診の対象年齢人口から農

林水産業人口以外の就業者数を除いたものを対象

としています。 

 平成27年度の国勢調査をもとにして就業者数を

除き算定した40歳以上の男女の対象者は、３万

9,443人となっています。 

 がん検診受診者数については、胃がん検診が

3,178人、子宮頸がん検診が2,101人、肺がん検診

が5,282人、乳がん検診が2,715人、大腸がん検診

が5,977人となっており、受診者が多いとは言え

ない状況であります。 

 がんは死亡原因の１位で、２人に１人が罹患

し、３人から４人に１人が亡くなる現状があるこ

とから、早期発見、早期治療につなげるよう、が

ん検診受診勧奨に努めてまいります。 

 受診の利便性を高めるために、健診実施回数

15回中に土曜日２回、日曜日４回の日程を設定

し、子育て中の女性のために、健診会場で託児を

行っています。 

 健診の周知方法として、特に若い人が利用する

コンビニ、理容室、美容室、銀行のＡＴＭ、車屋

などの店にポスターの掲示や幼稚園、保育園の保

護者へチラシを配布しました。若年者健康診査の

対象者は、18歳から39歳の健診を受ける機会がな

い方であるため、広く受診勧奨を行い、自分の体

について考える機会を持ち、健康意識の向上につ

ながるよう取り組んでまいります。 

 現在１日人間ドックは新居浜市医師会に委託

し、計画では月曜と土曜日の週２回、１日検査者

10人程度の予定で年間56回、受診者数500人とし

ておりましたが、担当医師の体調不良や受診者の

キャンセルにより、予定していた回数を行うこと

が困難になり、実施回数は50回、受診者数が

391人となってしまいました。 

  午後 ４時０２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ４時１１分再開 

【精神保健推進費】 

○委員（高塚広義） 予算に対する執行率を教え

てください。事業費が前年度と比較して７倍ほど

になっていますが、その理由について教えてくだ

さい。 

普及啓発事業が前年度1,304人に対して、平成

30年度が662人と減っていますが、どのように分

析されていますか。 

ゲートキーパー養成講座は、平成29年度２回実

施していましたが、平成30年度１回となっていま
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すが、その辺の理由についてお伺いします。 

○近藤保健センター所長 予算に対する執行率に

ついては、予算額351万5,000円に対し、執行額

315万8,699円であり、執行率は89.9％となってい

ます。また、平成29年度の事業費は45万3,330円

であり、270万5,369円増の6.9倍、約７倍となっ

ています。 

 平成30年度に新居浜市自殺対策計画を策定する

ための基礎資料とするため、アンケート調査、集

計分析を株式会社サーベイリサーチセンターへ委

託した委託料が254万8,800円となっています。 

 若年者層への取り組みとして、進学や就職等で

ひとり暮らしを始める市内の高校３年生を対象

に、独り立ちサポートブックを作成し、配付する

ための印刷製本費が20万9,217円となっているこ

とから、事業費増額となっています。 

 平成29年度は子供の自殺を予防するために、思

春期の心の病気の理解として、小中学校の保護者

対象に９校445人、学校保健委員会の児童生徒３

校71人を対象に啓発事業を実施したものを含んで

いますが、平成30年度は若年者層対策として、進

学や就職でひとり暮らしを始める高校３年生の心

の健康を守るために、独り立ちサポートブックを

作成、配付したため、普及啓発としての人数は減

少したようになっていますが、事業の方法を変

え、若年者層への事業を年次的に取り組むことと

しているためです。 

 ゲートキーパー養成講座については、平成29年

度は一般市民対象に、医師の講義を中心として１

回の講座を３回開催し、115人を養成したが、平

成30年度は新居浜市の自殺の動向が高齢者に多い

という特徴が見られたことにより、健康や介護に

不安のある高齢者と接する機会が多い介護職を対

象とし、医師の講義１回と相談実技を交えた講義

１回の２回を１コースとする内容とし、充実させ

ため、回数的には減少しましたが、受講者数につ

いては延べ133人養成することができました。 

○委員（高塚広義） 事業の中で、アンケート調

査を行っていますが、検証されていますか。 

○近藤保健センター所長 今年３月に策定した新

居浜市自殺対策計画の中で、市内に居住する20歳

から79歳の方2,500人に昨年６月から７月にかけ

て、市民アンケート調査を実施しました。回収率

が1,297件で、51.9％となっています。 

 結果は、やはりストレスが多いということが出

ていたり、眠るために睡眠薬や安定剤などの薬を

使う方も多くはないのが10％ぐらいはいるという

結果が出ていたり、不眠が続いてもかかりつけの

医院を受診しないと回答された方もいましたの

で、そういう状況があったときには専門医を受診

するという必要性について、今後きちんと啓発を

していかないといけないと考えています。 

 国や市の対策である自殺予防週間や強化月間、

ゲートキーパーという言葉の認知度が非常に低

く、１割程度にとどまっていることもあるので、

その辺も積極的に周知をしていく必要があるので

はないかという結果が出ています。 

【子育て世代包括支援センター運営事業費】 

○委員（藤田豊治） 事業内容と件数を教えてく

ださい。相談内容について、多かった項目はどの

ようなことでしたか。 

○近藤保健センター所長 子育て世代包括支援セ

ンターでは、母子保健相談支援事業、母子健康手

帳アプリの発行、関係機関連絡会、産後ケア事業

等を実施しています。 

 母子保健相談支援事業では、母子健康手帳発行

時に全妊婦に対し面談を行い、子育て応援プラン

を一緒に作成し、妊娠５カ月から６カ月と妊娠８

カ月から９カ月の時期を捉えて電話相談を行い、

継続的な支援を行うとともに、ハイリスク妊婦に

対しては個別支援計画を策定し、電話相談や家庭

訪問を行い、継続的な支援を行っています。 

 利用実績については、母子健康手帳発行時の健

康相談が862件、ハイリスク妊婦への支援計画策

定が214件、フォローのための家庭訪問が86件、

電話相談が1,291件、来所相談が191件となってい

ます。 

 次に、母子健康手帳アプリについては、平成

30年８月から導入し、平成31年３月末現在の登録

件数は378件です。 

 また、関係機関連絡会として産婦人科医療機関

や子育て支援機関との連絡会を年間１回ずつ開催

し、関係機関とのネットワークの強化を図ってい

ます。 

 主な相談内容については、妊娠前期である母子

手帳発行時には、面談を受けた862人中、相談が

あると答えた389人のうち、多い内容は、おなか

の赤ちゃんのことが127人、妊娠経過についてが

118人、仕事についてが113人、産後の生活につい

てが99人、経済的なことが94人、出産についてが



令和元年10月23日（水曜日） 

－25－ 

78人となっています。 

 妊娠中期である５カ月から６カ月では、自分の

体のことについて、妊娠経過についてが多く、妊

娠後期である８カ月から９カ月では、出産後のこ

とについて、上の子供について、出産後では、一

人での子育てについて、授乳について、赤ちゃん

のことが多くなっています。 

 核家族化や地域のつながりが希薄化する中、孤

立感、負担感を抱える妊産婦が増加しており、ま

た何らかの問題を持つハイリスク妊婦が全妊婦の

４分の１を占めている現状から、虐待を未然に防

止するためにも、初回面接となる母子健康手帳発

行時を捉え、さまざまな情報を把握するととも

に、妊婦に寄り添い、産前産後のケアの充実を図

り、子育て世代包括支援センターが調整役とな

り、関係機関と連携強化を図り、包括的な切れ目

のない支援体制の構築に努めてまいりたいと考え

ています。 

【国民健康保険事業特別会計】 

○委員（井谷幸恵） ここ３年、被保険者の所得

水準、差し押さえの件数は、どのように推移して

いますか。均等割、平等割をなくすことを検討し

ましたか。値上げを避けるため、どのような取り

組みをしましたか。 

○河端国保課長 所得水準については、当初の保

険料賦課計算時の被保険者の総所得金額を、被保

険者数で割った１人当たりの所得金額は、平成

2 8年度が 5 4万 6 , 4 6 5円、平成2 9年度が 56万

1,749円、平成30年度が55万8,950円と、55万円前

後で推移しています。 

差し押さえ件数については、平成28年度は

107件、平成29年度は130件、平成30年度は67件で

す。 

均等割、平等割をなくすことについては、平成

29年９月議会で、子育て支援や少子化対策とし

て、18歳以下の子供を扶養する国保世帯の均等割

を減免し、無収入の子供の国保料軽減を行っては

どうかとの質問があり、検討を行った経緯があり

ます。その際には、均等割については、国民健康

保険に加入している受益者にそれぞれ等しく負担

いただく性質であること、また、減免を行った場

合には子育て世代以外に負担を求めることになる

ため負担の公平性を損なう懸念があること、世帯

の加入者数と所得に応じて均等割と平等割を軽減

する制度もあることから、厳しい国保財政状況で

は、市独自での減免は困難であるとの結論に至っ

ています。 

保険料の引き上げを避けるための取り組みにつ

いては、平成30年度に保険料率の見直しを行い、

１人平均約２％の引き上げとなりましたが、被保

険者の保険料負担を緩和するため、一般会計から

約8,000万円の繰り入れを行っています。 

【介護保険事業特別会計】 

○委員（高塚広義） 地域支援事業費が前年度と

比較して約4,700万円増加していますが、その理

由は何ですか。地域支援事業費の中で、任意事業

費のみが前年度と比較して約440万円減少してい

ますが、その理由は何ですか。栄養改善個別指導

事業、地域リハビリテーション活動支援事業、在

宅医療・介護連携推進事業が新たにスタートして

いますが、成果と課題についてはどうですか。シ

ルバーボランティア推進事業費が前年度の約５分

の１に減っていますが、その理由は何ですか。ま

た、どのように分析していますか。 

○久枝介護福祉課長 地域支援事業費の増加につ

いてですが、介護予防・生活支援サービス事業費

と包括的支援事業費が前年度に比べ増加していま

す。介護予防・生活支援サービス事業費では、介

護予防・生活支援サービス費が平成29年４月から

の開始であり、平成29年度が実質11カ月分であっ

たため、平成30年度分は約3,800万円増加してお

り、介護予防ケアマネジメント費も同様の理由で

約600万円増加しています。包括的支援事業費で

は、医療と介護の連携の推進を図る在宅医療・介

護連携推進事業の新設により約400万円増加して

います。 

任意事業費の主な減少の理由は、利用者が毎年

度減少したことや民間の配食事業ができているこ

とにより、配食サービス事業を廃止したため約

220万円減少したことと、要介護者紙おむつ支給

事業の支給要件を、現役並みの所得があり、利用

者負担が３割となる世帯を対象としない改正を行

ったことで、約140万円減少したことによるもの

です。 

○伊達福祉部次長（地域包括支援センター長） 

新たにスタートした事業の成果と課題について

は、栄養改善個別指導事業は、要支援・事業対象

者のうち、栄養改善を希望する人に対して管理栄

養士による個別指導を行うことで、食生活の自立

を図り、要介護状態になるのを予防する事業で
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す。成果としては、肥満者は減量、痩身者は増量

が図られました。また、高血圧や腰痛の改善、足

踏み運動をしたり、野菜を積極的に摂取するなど

の行動変容も見られ、利用者への効果はあったも

のと評価しています。課題としては、本来高齢期

における栄養改善個別指導は低栄養リスクのある

者を対象とすることが多いと言われていますが、

本市では、低栄養リスクのある人よりも、肥満や

生活習慣病重症化によるリスクのある人が多く、

栄養改善だけでは本来の目的が達成できないこと

がわかりました。そのため、今年度は、栄養改善

を含めた生活全般の改善を図るための生活改善個

別指導事業として複合的なプログラムの提供を行

っています。次に、地域リハビリテーション活動

支援事業は、介護予防事業等にリハビリテーショ

ン専門職が関与することで専門的かつ効果的な取

り組みとなるよう強化するもので、平成30年度

は、愛媛県リハビリテーション専門職協会に委託

して、市と協働でＰＰＫ体操及び健康長寿拠点運

営のガイドラインを作成しました。この事業の成

果については、ガイドラインにより体操指導や拠

点運営支援を標準化することができ、拠点ごとの

指導内容や支援方法のばらつきを是正して質の高

い拠点づくりにつながっています。課題として

は、今後もＰＰＫ体操指導や拠点運営支援を行う

中で、ガイドラインに含まれない問題も生じる可

能性があるため、モニタリングを行いながら適宜

改定も検討する必要があると思われます。次に在

宅医療・介護連携推進事業は、医療と介護の両方

が必要な高齢者が地域で自分らしい生活を最後ま

で続けられるよう、在宅医療と介護サービスの一

体的な提供に向けて関係者の連携のために必要な

事業を行うもので、在宅医療と介護の連携に関す

る課題を抽出し、解決のための協議を行う新居浜

市在宅医療介護連携推進協議会を設置し協議を行

ったほか、医療関係者と介護関係者に対し、この

事業についての講演会の開催、市民への事業を普

及啓発するためにパンフレットの作成、医療と介

護の情報をわかりやすく確認できる地域包括ケア

ポータルサイトの構築などを行いました。成果と

しては、医療機関と介護事業所の連携が図られて

いること、医療と介護の社会資源がポータルサイ

トから詳細に確認でき、専門職及び市民が日常的

に必要な情報が得られるようになったこと、在宅

で生活する高齢者に医療と介護についての仕組み

を紹介できるようになったことです。課題として

は、医療関係者と介護事業関係者間で業務範囲が

互いに理解できておらず、相互理解が進むような

相互研修が必要であること、入退院時のルールが

共有できていないためルールの共有化を図る必要

があると考えています。 

 シルバーボランティア推進事業費の減額の理由

については、この事業を行っていた非常勤職員を

健康長寿コーディネーター配置事業における第１

層協議体の専門員とし、この事業を兼務したこと

により、その人件費が健康長寿コーディネーター

事業費に移行したためです。 

○委員（篠原茂） 要介護認定について、平成

29年度は申請件数が8,819件で認定者が7,786人で

したが、平成30年度は申請が8,316件で認定者が

7,862人です。申請者が500人減っていますが、申

請で何か変更がありましたか。また、第１号被保

険者は３万8,069人で前年度より111人ふえていま

すが、介護認定の内訳にどのような変化を感じま

すか。次に、保険給付の状況ですが、前年度に比

べ、訪問リハビリテーションは約450万円、通所

リハビリテーションは約760万円増額となりまし

たが、リハビリの効果、体の改善ができました

か。どれくらいの方が歩けるように回復しました

か。 

○久枝介護福祉課長  要介護認定の申請件数に

ついては、申請の時点での変更はありません。申

請件数が減った理由は、平成29年８月から要介護

２の認定有効期間を、12カ月間までから24カ月間

まで延長できる変更をしたためです。介護認定の

内訳については、要介護３以上の重度の認定者の

割合が若干増加していますが、新規申請者数及び

認定者数に大きな変化はなく、第１号被保険者数

の増加による影響は感じられません。次に、訪問

リハビリテーション及び通所リハビリテーション

の利用がふえているのは、急性期の医療リハビリ

を終えて、現在の状態を維持するためのリハビリ

を必要としている方がふえているためと考えてい

ます。現状を維持することで重体化を予防して、

在宅生活を続けられるという効果がありますが、

体の改善については、どれくらいの方が改善され

たか実数の把握はできていません。 

○委員（篠原茂） リハビリの成果把握ができて

いないということですが、成果があったかどうか

の確認が必要だと思いますが、考えを伺います。 
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○久枝介護福祉課長  重体化を防ぐ、できるだ

け元気で長生きしてもらうということでは効果が

あると考えていますし、ますます重要になると考

えています。状況を維持する、重体化を防ぐとい

う趣旨であるため、医療リハビリのように改善で

きたかと言われると、緩やかに弱っていくものを

なるべく維持するという考え方で行っている事業

ですので、改善できた件数という把握は実際には

できていないというのが現状です。 

○委員（井谷幸恵） 介護老人福祉施設、介護老

人保健施設、介護療養型医療施設は、それぞれど

ういう特徴があり、何人待ちですか。また、いく

らかかりますか。 

○久枝介護福祉課長  介護老人福祉施設は、常

時介護が必要で在宅介護が困難な方に日常生活上

のお世話などのサービスを提供する施設です。介

護老人保健施設は、心身機能の維持回復を図り、

在宅生活への復帰を目指した方に機能訓練等のサ

ービスを提供する施設です。介護療養型医療施設

は、病状が安定期にある長期療養を必要とする方

に医学的管理のもとにおける医療・看護・介護サ

ービスを提供する施設です。待機者は、平成31年

４月１日現在で介護老人福祉施設は920人、介護

老人保健施設は431人、介護療養型医療施設は０

人です。費用については、要介護５の方で利用者

負担の割合が１割の場合、介護老人福祉施設の従

来型個室に入所した場合、１月２万4,960円の介

護サービス費用と、居住費、食費、日常生活費が

必要です。介護老人保健施設や介護療養型医療施

設の介護サービス費は、医学的管理のもとにサー

ビスが行われるため、介護老人福祉施設よりも高

く設定されています。また、居住費や食費は施設

で設定できることになっています。 

【後期高齢者医療事業特別会計】 

○委員（井谷幸恵） 保険料特別軽減措置の見直

しについて具体的に説明してください。影響を受

けた人数と額について伺います。 

○河端国保課長 平成29年度から平成30年度の保

険料軽減特例の見直しは２点あり、１点目は一定

所得以下、所得額が33万円以上91万円以下の方に

対して適用されていた所得割額の２割軽減が廃止

されたこと、２点目は会社の健康保険などの被扶

養者だった方の均等割の軽減額が７割から５割に

なったことで、後期高齢者医療制度発足時の激変

緩和措置として、実施されてきた保険料軽減措置

について、制度の持続性を高めるため、また、世

代間、世代内の負担の公平を図り、負担能力に応

じた負担を求める観点から見直されたものです。

１点目の所得割額の２割軽減の廃止の影響につい

ては、対象者は約2,070人、一人当たり年間約

5,700円の負担増となり、２点目の被用者保険の

旧被扶養者の均等割軽減の７割から５割への変更

については、対象者が約320人、一人当たり年間

約9,200円の負担増となっています。 

○委員（井谷幸恵） 幾らから幾らになったとい

うような例を示してください。 

○河端国保課長 所得割の２割軽減については、

割合になるので難しいのですが、均等割りの７割

から５割については、平成30年度の保険料、均等

割り額４万6,374円が、７割から５割の２割分が

減額の対象から外れたということで、１人当たり

年間9,200円の増額となります。所得割について

は、１人当たり年間5,700円増額されたというこ

とになります。 

  午後 ４時４５分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ４時５０分再開 

 

認定第２号 第３グループ質疑 

【市民相談費】 

○委員（黒田真徳） 法律相談件数が362件にな

っていますが、これは市民からの相談要望の件数

と同じですか。市民からの要望数に対応できたの

ですか。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） 法

律相談については、現在月に３回実施をしてお

り、１日の相談人数は12人となっています。 

 法律相談は予約制のために、事前に電話予約等

で相談の日時等を調整していますが、予約申し込

みを受けて、遅くても翌月の法律相談日までには

調整ができる状況が続いており、どうしても急ぐ

案件等の場合には、市民相談を活用するなどの対

応をとっていますので、現状、相談体制は市民か

らの要望に対応できていると考えています。 

【地域コミュニティ再生事業費】 

○委員（大條雅久） ごみ減量化等啓発事業交付

金の内容を具体的に示してください。また、コミ

ュニティ活性化事業交付金の当初予算額と決算額

の差額について具体的に説明してください。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） ご
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み減量化等啓発事業交付金は、自治会へお願いし

ているごみカレンダーの配布に対する事務支援的

なものです。ごみカレンダー１枚につき10円掛け

る配布世帯数を校区の連合自治会へ交付金として

支出しています。その使途については、それぞれ

の連合自治会の中で協議し、適正に執行されてい

ると思っています。次に、コミュニティ活性化事

業交付金の平成30年度の予算額は1,800万円で、

決算額は1,699万3,000円です。平成30年度の交付

金事業は、年度当初に各校区連合自治会から、防

災に関する事業及び地域の魅力を高めるソフト事

業についてそれぞれ50万円を上限に事業募集を行

い、三役等で事業内容を精査し、交付金額が決定

されました。１次募集の結果、要望事業費が予算

額を下回ったことから、理事会で協議の結果、希

望する校区連合自治会から２次募集を行うことと

なり、応募のあった事業の内容や校区の世帯規模

等を考慮して追加分の交付金額が決定されまし

た。以上のように、事業内容等を精査して各校区

へ配分する交付金額を決定したこと、及び事業精

算に伴い不用額等が発生したことが、差額の原因

であると考えています。 

○委員（大條雅久） コミュニティ活性化事業交

付金を精査した上での不用額というのは、支出を

認めない項目があったということですか。この決

算額で今年度の予算が減額になったのかと想像し

ましたが、各連合自治会への割り振りは、今年も

平成30年度までのやり方と同じです。100万円以

上必要なかったということで今年度の予算を削っ

たのであれば、同じ配付の仕方というのは疑問で

すが、どういうふうにフィードバックしたのです

か。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） 三

役等で精査をして事業費が減額になったことにつ

いては、事業対象外のものが含まれていたことも

一つの原因です。決算額が今年度の予算額に反映

されたのではないかという点については、今年度

の予算査定の段階で現予算額に査定されました。

今年度は、防災に関する事業50万円、地域の魅力

を高めるソフト事業40万円の１校区おおむね90万

円の予算をベースに各校区から事業募集をしてい

ます。各校区均等に配分するのはおかしいのでは

ないかという質問だと思いますが、校区の配分金

額は理事会の中で協議していますが、大きな校区

は事業費がかかるということで要望もありますこ

とから、理事会の中で来年度に向けて校区の世帯

数等を考慮した傾斜的な配分を行う方向で現在検

討を進めており、今後は地域からの声も踏まえて

連合自治会とも協議しながら決定したいと考えて

います。 

○委員（大條雅久） １校区平均100万円でスタ

ートしたのが、平均90万円という査定になり、そ

の査定は決算の実績によるのかということを聞き

ました。大きいところも小さいところも一緒とい

うのが実態に合っていないというのは、担当課も

十分承知しているだろうと思いますが、例えば世

帯数でいえば２倍以上の差があります。だから、

交付金についても２倍以上の差がついてもおかし

くない訳ですが、そこら辺はどうお考えですか。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） 不

用額が出たことが今年度の予算額に反映されたの

ではないかということですが、事業報告が上がっ

てくる２月、３月の段階で不用額が出てきた事業

もあり、数字だけを見ればそう見えますが、予算

の要望時期は10月、11月ですから、その段階では

おおむね予算どおり事業計画のもとに執行してき

たという経緯です。交付金の一律の配分について

は、この事業が始まった時からおおむね１校区

100万円という配分で事業を進めてきました。事

業の導入時に、担当課も含めて連合自治会の中で

協議したと思いますが、単に世帯の大小ではな

く、小さい校区でも魅力を高めるためにお金をか

けて事業をすることも必要であろうということで

スタートしたと伺っており、そういった状態が続

いてきたということです。これについては、連合

自治会の中でもいろいろ意見があるため、今後は

地域の実情等も踏まえながら、より効果的な交付

金となるように協議を続けていきたいと考えてい

ます。 

○委員（米谷和之） 事業成果をどう把握してい

ますか。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） 本

事業は、新居浜市連合自治会が、地域コミュニテ

ィ再生のため主体的に地域の活性化を図ることを

目的としています。交付金の成果としては、防犯

灯電気料金の全額市負担より安全安心のまちづく

りが推進されるとともに、自治会離れが進む自治

会の財政負担の軽減が図られたものと思っていま

す。また、防災訓練や防災に関する事業を実施し

たことにより、地域住民一人一人の防災意識や地
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域の防災力の向上につながったと考えています。

また、それぞれの校区において地域課題の解決に

向け、連合自治会を中心に公民館や各種団体等が

連携し、話し合いが活発になるとともに、校区の

特性に応じた三世代交流や子育て支援、地域の魅

力発見・発信事業などに取り組んだ結果、地域住

民の交流の場が創出され、さまざまな世代間の交

流が生まれ、事業を通じて地域に対する誇りや愛

着が醸成されたものと考えています。自治会加入

率の改善という数字には表れていませんが、それ

ぞれの自治会において、自分たちの町は自分たち

で考え、自分たちでつくっていくという意識が広

がっていると感じているため、今後においても事

業内容や事業効果等を再認識し、交付金の有効な

活用により、地域コミュニティの活性化を進めた

いと考えています。 

○委員（米谷和之） 平成30年度も例年を踏襲し

たのかと感じます。その中で、今年度以降の事業

の方向性を決定する上で何か獲得したものがあれ

ば教えてください。 

○長井市民部次長（地域コミュニティ課長） 本

事業が開始されてから５年余りが経過しました。

これまでの取り組みを踏まえ、現在、連合自治会

の中で、各校区の実情や世帯数等に応じた傾斜的

な配分を視野に入れた交付金の配分ができないか

ということと、この交付金には防災の事業とソフ

ト事業という大きく２つの事業がありますが、防

災は重要性が高いため引き続き実施し、ソフト事

業についてはこれまでの実績等も踏まえ、連合自

治会を初め公民館や各種団体、学校等との連携を

深めていくということにもう少し力を入れた事業

とすることについて、来年度に向けて協議を進め

ています。 

【縁結びサポート事業費】 

○委員（藤田誠一） 結婚を望む未婚の男女へ出

会いの機会を提供することとありますが、具体的

にどのような提供がありましたか。 

成婚に至った数は。至らなかった場合の原因は

把握していますか。 

○松木男女共同参画課長 縁結びサポート事業に

ついては、平成29年８月に一般社団法人愛媛県法

人会連合会と業務委託を締結し、愛媛県が当法人

会に設立した結婚支援センターと連携し、同年９

月に女性総合センターに縁結びサポートセンター

を開設しました。 

 出会いの提供の１つ目は、縁結びサポートセン

ターでの愛結びコーナーの運営です。愛結びは、

会員制の１対１のお見合いシステムで、自分のプ

ロフィールを登録して相手情報を閲覧し、会いた

い方を探します。その後、結婚サポーターが個別

に引き合わせをしています。コーナーの窓口には

スタッフ１人を配置し、受け付け、問い合わせ等

に当たっています。 

 開設日時は、仕事帰りや休日に利用しやすいよ

うに、水曜日と金曜日の17時から21時、土曜日、

日曜日の10時から17時としています。 

 愛結びコーナーを含む縁結びサポートセンター

の利用者は、今年度に入り月平均約140人が利用

しており、開設から146組のカップルが成立して

います。 

 出会いの提供の２つ目は、出会い交流イベント

の開催です。参加者の募集に当たっては、チラ

シ、ポスター、市政だより、ホームページ、フェ

イスブック、ツイッターなどで公募しています。 

 交流イベントでは、１対１のプロフィールトー

ク、ファーストインプレッションの記入、フリー

トーク、マッチングなどを行っています。 

 参加者の交流がスムーズになるよう、プログラ

ムの中に講師による心理学の分析やリラックスヨ

ガ、婚活イメトレなどを取り入れています。 

 これまでに８回開催しており、男女合わせて

369人が参加し、67組のカップルが成立していま

す。 

 縁結びサポート事業では、これら２つの出会い

を支援するために、今年度は23名の結婚サポータ

ーを認定し、交際フォローなど成婚に向け結婚支

援を行っています。 

 次に、成婚に至った数ですが、平成29年９月に

縁結びサポートセンターを開設以降、えひめ結婚

支援センターより新居浜市在住の成婚者の報告は

22組ありました。 

 成婚に至らなかった場合の原因としては、交際

中のカップルにおいて価値観が合わなかった、デ

ートしても会話が弾まない、誠意が感じられなか

ったなどの声をお聞きしています。 

 交際がうまくいかなかった理由を結婚サポータ

ーが傾聴し、気持ちの整理ができていることを確

認後、新たな出会いに向けて背中を押していると

ころです。 

○委員（合田晋一郎） 市としてお見合いシステ
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ムを独自により活発にするため何か工夫されてい

ることはありますか。 

 カップル成立後によりサポートするようなこと

を行われていますか。また、カップルが成立しな

かった方に対してどのようなことをされています

か。 

○松木男女共同参画課長 工夫したこととして

は、この３月に１年程度経過しましたので、アン

ケート調査を行い、例えばシステムの電波の状況

が時々悪いとか、いろいろ声を聞いていますの

で、そういったことに対応しています。 

 それから、カップルの不成立においては、結婚

サポーターがついており、その交際がうまくいか

なかった理由を傾聴して、心の整理がついたごろ

にまた背中の後押しをしてます。 

○委員（合田晋一郎） 不成立者に対して何か取

り組まれていることがありましたら教えてくださ

い。 

○松木男女共同参画課長 愛結びで自分が相手を

探してだめだった場合については、継続してチャ

レンジできますので、期間を置いてやっていただ

くということをお勧めしています。 

 イベントの場合については、継続してイベント

はやっていますので、イベントに参加いただく、

あるいは愛結びを利用していただくということで

声をかけています。 

【防災用品備蓄費】 

○委員（神野恭多） 避難所である学校に備蓄品

を置いていますが、具体的にどのような基準でど

のようなもの、量を備蓄していますか。連合自治

会が備蓄しているものとの整合化、合理化は図っ

ていますか。各学校によって保管場所が違ってい

るようですが、その管理等について先生方、地域

の方との話し合いは行っていますか。地域におい

て、学校以外の備蓄はありますか。例えば福祉避

難所への備蓄はどうなっていますか。 

○竹林防災安全課長 備蓄物資については、現

在、市内28カ所、小中学校等にビスケット等の食

料品、粉ミルク、哺乳瓶、飲料水、おむつ、生理

用品、毛布等を備蓄しています。食料品、飲料水

については南海トラフ地震が発生した際の家屋全

壊、水害発生時の家屋水没等による非常持ち出し

が困難な方のもので、想定される１万2,000人分

の１食分を目標数量として備蓄を進めています。

自治会等の備蓄物資との整合性については、昨年

７月に資機材、備蓄物資等を連合自治会、市職員

双方で確認しています。市の備蓄計画は連合自治

会にも示しており、自治会で購入される際に参考

にしていただいているものと思っています。保管

場所については、学校、地域とも十分協議の上で

保管しています。また、校区防災訓練等を実施す

る際には、備蓄資機材や備蓄物資の点検を兼ねて

実施していただいているものと思っています。学

校以外の備蓄物資については、福祉避難所への備

蓄物資は現在のところありませんが、小中学校等

にある備蓄品で対応したいと考えています。将来

的にはそちらにも備蓄品の整備も検討すべきと考

えますが、まずは避難所としての機能を果たすこ

とが第一と考えていますので、資機材整備から検

討していきたいと考えています。 

○委員（神野恭多） 学校によって保管場所が異

なっているということで、数量等をデータで持っ

ていない、先生方が把握できていない学校も多か

ったので、質問をしました。７月に市と連合自治

会で資機材の整理をされたということですが、そ

こに子供たちが通う学校が入るべきだと思います

がどうですか。 

○竹林防災安全課長 備蓄を始めた平成27年９月

には小中学校の校長会で備蓄する場所等について

お願いをして保管しています。その際には、備蓄

物資の在庫の物品管理の受払簿を付けていただく

ことで、合わせてお願いしています。それが確実

に引き継がれているかについては、防災安全課か

ら定期的に小中学校にお願いして確認していきた

いと思います。また、自治会等を通じて備蓄物

資、資機材の点検をしていますので、この結果に

ついても学校等にお知らせして、確認していきた

いと思います。 

○委員（大條雅久） 福祉避難所への備蓄がまだ

できていないということですが、福祉避難所自体

の数と具体的な個所を教えてください。 

○竹林防災安全課長 明日資料を提出します。 

【家具転倒防止等推進費】 

○委員（米谷和之） これまでの実績件数の推

移、当初予算額とそのときの予算査定された件数

を教えてください。 

○竹林防災安全課長 施工件数の推移としては、

平成25年度が175件、平成26年度が107件、平成

27年度が38件、平成28年度が55件、平成29年度が

24件、平成30年度が20件となっています。 
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 予算は、おおよそ30件です。 

○委員（米谷和之） 阪神・淡路大地震で、直接

地震で亡くなった方の80％は建物自体の倒壊も含

め、家具の転倒で圧迫されて亡くなり、しかもそ

のうちの90％ぐらいはほとんど即死であるという

データがよくテレビ等でも言われており、この事

業、どちらかというと地味な事業だと思います

が、非常に大切な事業じゃないかと思っていま

す。 

 そこで、今年度想定30件であったようですが、

65歳の高齢者世帯であるとか、あるいは身体障害

者手帳云々というような条件もありますが、そも

そも家具転倒防止が必要な世帯というのはどれぐ

らいありますか、想定している数はありますか。 

 それに対して30件というのは、どういうところ

からこの数字が出てきましたか。 

○竹林防災安全課長 想定している世帯数が、

65歳以上の方、介護支援が必要な方、身体障害者

手帳１級、２級、療育手帳、精神障害者保健福祉

手帳を所持している方が対象になるので、約１万

1,500世帯を想定しています。 

 年間施行件数については、６年間を通じて

419件、3.6％というようなところで、前年度の実

績をもとに要望しているところです。 

  午後 ５時２４分閉会 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 


